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第 1 国民に対 して提供するサー ビスその他薬務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

診療事業

(1)患者の目線に立った医療の提供

① 分かりやすい説明と相談しやすい環境づくリ

1 平成?1年度患者満足車調査の概要
患者満足度調査については、患者の目線に立ち国立病院機構全体のサービスの向上を回ることを目的に、平成 21年度も
実施した。入院は調査期間 (平成 21年 11月 1日 から平成21年 11月 30日 まで)の退院患者のうち協力の得ら1,た
19, 036名 、外来l■調査日 (平成 21年 11月 2日 から平成 21年 11月 9日 までの病院任意の 2日 間)に来院した外
来患者のうち協力の得られた32, 920名 について調査を行つた。
平成20年度情査に引き続き設間は、全体的にネ″ティプな設間とし、患者の調査に対する.心理的障害を取り払い、本書
を引き出しやすくすることにより、調査精度の向上と客観性を追求する買査方法としている.
また、患者のE名性を担保するため、記入された調査票については、病院職員が内容を確認することが出来ないよう患著
が厳封したものを各病院から本部に直送しており、集計にあたっても個人が特定されることがないようにするなど患者のフ
ライパシーに十分配慮し実施している.
平成21年度調査の結果は、総合評価をはじめ、中期計画に掲げられている重要項目である「分がりやすい説明i、 「相敵
しやすい環境づくり」に関して、前年度の平均値を上回る書足度が得られており、着実に改善が回られた。

【調査結果概要】         平均ポイント
・入院 :総合評価   ヽ  平成 20年度 4 508
分かりやすい説明    平成 20年度 4 577
相談しやすい環境作り  平成 20年度 4 516
・外来 :総合評価     平成 20年度 4 097
分かりやすい説明    平成 20年度 4 177
相談しやすい環境作り  平成 20年度 4 115

平均ポイン ト
ー 平成 21年度 4 516
- 平成 21年度 4 588
→ 平成 21年度 4 521
- 平成 21年度 4 110
→ 平成 21年度 4 185
■ 判戌21年度 4 129

2.患者満足度を向上させるための各病院の取組

(1)分かりやすい説明に係る取組傷

① クリティカルバスを積極的に活用し治療方|+、 治療経過等について分かりやすい説明に努めているとともに、既に用
いているパスが患者にとつてより分かりやすい様式となるように見直しを図つている。
また、カンファレンスや看護訃目の策定に患者 。家族が参加できるようにし、治療方針の策定の経緯を明らかにする
ことにより高い理解が得られる取相を行っているほか、
・治療方針等の説明は医学用語等専門的な言葉の使用はできるだけ避け、必要に応して模型、各疾患のバンフレット、
ビデオ●を活用して患者の理解度に合わせ平3でT寧な説明を心がける
・説明奪に看護師長が同席し、分かりにくい部分を簡単な書案を用いて看護|1長が表現する
。患者・家族を対象とした疾患毎の勉強会を開催している

などにより、患者にとつて分かりやすい説明に努めている。

Iク リティカルパスの実■件歎】 ※クリティカルパ扶については20買に記崚
平成20年度 243, 729件  → 平成21年度 255, 141件

0 患者及びその家族を対象とし自己管理 (セルフマネージメント)を支援する取組みの一環として、様々な健康状態に
対しての集団栄姜食事指導 峰団勉強会)を開催し、正しい食生活の改善方法の指導及び悩みゃ不安の解消に努めてい
る:ま た、専門病院でltB者の要望により、病院独自の内容で相談会を実施している。

平成 21年度
・静尿病執室         9o病 院実施
・高血圧数室         26病 院奏董
・母親教室         36病 院実施
。心臓病敏
=         21病

院奏菫
・腎臓痛教
=          5病

院実施
・肝臓病敏
=         18病

院実施
・離乳食・調乳散生      11病 院実施
・肥満敏室          8病 院実施

(特徴のある病院での独自集団勉強会)
・京都医療センター「メタポリックシンドロー■会」
・静岡てんかん医療センター「てんかん敏室」
・福岡病院  r小児食物アレルギー教童J



談支援室♪ を設置しており、図書コーナーにおいては、患者が理解しやすい書籍を中心に蔵書数を増やし、利用向上

1こ努めている。

I愚者が関覧できる図書コーナー・情報室を設置している病院】

平成20年度 47病院 (28,867冊 ) → 平成21年度 52病眸 (32, 158冊 )

④ 入院及び退院時における患者への説明に際し、医師以外の職種が同席している病院は135病院であり、また、
従事者等に対する接遇やコミュニケーション等の研修を実施し、分かりやすい説明の取り組みを推進している.

I研修の実施状況】                :
・接遇やコミュニケーションに関する研修を実施している病院 129病院 (平成 20年度 119病院)
・模擬患者やロールプレイを用いた研修を実施している病院   47病 院 (平成 20年度  33病開

(2)相談しやすい環塊作りに係る取組

"全ての病院において医療相談窓口を設置し、患者が相談しやすい環発を整備しており、プライィ`シーの保護にも考慮し、

憲口の個定化を推進することにより,30病院が個室化している (残 り14病院についても、第二者に会議が聞こえなヽ
ように、パーテーシヨンなどの仕切等を設けている)。

また、診察中の心理的、経済的緒問題などについて、相談に応じ解決への支援を行 う医療ソーシャルワーカー (MSW)
を配置しており、平成 21年度においては、MSWを 37名 増員することにより、患者の立場に立ったよりをめ細やから
対応を行える相談体制の更なる充実を図つた。

IMSWの 配置状況】
平成20年度 113病 院 229名  → 平成 21年度 123病 院 2β 6名

また、全病院が投書箱を設置しており意見等に対する改善事項を掲示板に貼り出すなど患者への周知を行っているとと

もに、
・外来ホールの総合案内へ看議師長等担当者の配置・・・ 106病院実施
・ホームベージに医療相談窓口の案内の紹介欄、問い合わせ欄の設置・・・ 126病院実施
・医療相談窓口で随時薬剤師が案剤の質問や相談に対応できるよう体制を整備している・・・ 117病 院

等の取組を行うことにより、患者が相談しやすい環寃作りに努めている。

【説明賛科】

資料 1:患者満足度調査の概要 [1賣 ]
資料 2:集団栄姜食事指導の概要 [8責 ]
資料 3:分 かりやすい説明と相談しやすい環境づくり [17買 ]
資料 4:相談しK・●い凛塊づくりに係る取組 [21頁 ]

② セカンドオピニオン剌産の発案
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セカンドオピニオン制度
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る。

②  セカン ドオビニオ ン刷度の充興

セカンドオピニオン制度の実施状況

患者の目線に立った医療を推進するためセカンドオビニオンの環境整備に努めており、意口の設置や制度等の情報提供及

び自院以外でセカンドオピユオンを希望する患者が他院を受診するための情報提供書の作成を行うなど、引き続きセカンド

オピニオンの推進を行つた。その結果、平成21年度の窓口設置病院は、20年度に比し4病院増加し、 133病院となっ
ている。

なお、病院内の体制整備などの理由により憲口の設置が遅オヽている病院についても、病院内の体制整備等が整い次第、窓
口を設Eすることとしている.
また、セカンドオピニオンに対する患者の理解、満足に関しては、平成21年度に料金体系、院内掲示や痛院のホーム
ベージにおける周知状況について実態把握を行つた。

1セ カンドオピニオン忠口設置病院数】

平成 20年度 129病 院 ‐ 平成21年度 133病院

:セ カンドオビニオン提供者】

平成20年度2, 928名 → 平成21年度2. 901名

【セカンドオピユオンのための情報提供書作成数】

平成 20年度 1, 064件  → 平成21年度 1, 141件

【セカンドオピユオンの院内掲示及びホームページにおける周知痢院数】
院内掲示での周知病院数    128病 院
ホームベージでの周知病院数  120病 院

【説明資料】

資料 5:セカンドオビニオン窓口設置病院の推移及び料金体系 [23頁]
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1.平成21年度患者満足度臓査の概要
中期計画に掲げられている重要事項である「多様な鬱療時間の設定Jに F」 しては、平成 20年度を上回つているが、「待
ち時間対策Jに 関しては、平成 20年度平均債を着千下回つている。今後も高い満足度を得られるよう、3:き 続き必要な患
者サービスを実施していく。

:調査結果概要】        平均ポイント         平均ボイント
・多様な診療時間の設定 平成 20年度 3 988 → 平成21年度 4_ 004
・待ち時間対策     平成 20年度 3. 462 - 平成 21年度 3 449

0患者満足度を向上させるための各病院の取組

(1)多様な診療時間の設定に関する具体的取組例

各病院では、患者の利便性を考慮した多様な診察時間を骰定するなどし、受診 しやすい体籠となるよう地域の医療
ニーズや自院の診療機能や診療体網答を踏まえて下記のような様々な取組を行つている。

O予約脩や専日外来 (スポーツ整形や小児外来)の場合、午後も診療を実施している。
O地域医療連携の一環として、MRI検 査を19時までの予約枠を設定し検査を受け入れている″
0社会人や就学児童の受診に配慮し夕方に診熊時間を設定している:
また、大型連体期間中においても、より利便性の高い患者サービスを提供していく観点から、平成 21年度において
18病院が平日並みの診療を 1日 以上行つた。そのほか、枚急慮者の積極的受入れや、平常時に準した手術の実施体制を
整えるなど必要な医療サービスを提供できるようにした。

〔土日外来の実施】

平成 20年度 35病 院 ― 平成 21年度 39病院

0)待 ち時間対策に関する具体的取組例
診療F4の特徴により外来患者数が少なく待ち時間が短1端院を除く全ての病院で、外来診療の予約稿を導入している。
また、予約の変更についても、電話で受け付ける体制に加え、 lo病院においては、インターネットで予約の変更がで
きるよう利便性を考慮している|まか、時間当りの予約人数の目整を行うなど、予約患者を待たせないようにするためのエ

夫を行つている。

更に、待ち時間が発生してしまう場合でも、患者に有効な時間を過ごしていただくために下記のような取組を行つてい

る.

0看護師等による積極的な患者 のヽ声かけや状況説明
Oテ レビ、雑誌などの回覧コーナーの設置
○待ち時間の目安となるよう診素中の患者の受付番号の掲示

Oポケベルや PHSの貸出により待ち時間中の行動範囲の制限を緩和
Oイ ンターネットコーナーの設置
Oピアノ自動演奏等、80M放送の実施
O生活習慣病予防等、患者啓発DVDの放映

環境面においても、アメニティー空間として、以下の環境を設けている。

O病院内又は敷地内にコーヒーションプ・・・・・・・・ 33病院
O外来待合菫付近に飲食できるコーナー・・・・・・・・ 92病院
Oその他 :生け花、観賞魚水槽、観葉植物、ギャラリーコーナーの設置等

2.セルフマネージメントを支援する取組の推進 (再掲)       .                       |
患者及びその家族を対象とし自己管理 (セルフマネージメント)を支援する取組みの一環として、様々な健康状態に対し
ての集団栄美食事指導 (集団勉強会)を FR催 し、正しい食生活の改善方法の指導及び悩みや不安の解消に努めている。また、
専門病院では患者の要望により、病院独自の内容で相談会を実施している。

平成21年度
・糖尿病教室         9o病 院実施
・高血圧教
=         26病

院実施
・母親教室          36病 院実施

心臓病教室         21病 院実施
・臀朧病教室          5病 院実施
・肝臓痛教室         18病 院実施
・離乱食・コ乳散室      11病 院案魔
・肥満散室           8病 院実施

(特徴のある病院での独自集団勉強会)
・京都医療センター「メタポリックシンドローム会 J
・静岡てんかん医療センター「てんかん教定」
・福岡病院   「小児食物アレルギー教童 1

3.「個別の診療報酬の算定項目の分か調 細薔」の発行

|(1)全病院で希望者への発行



その他の取組

(1)イ ンフォーム ド・ コンセント推進の取組 (第 1の 1の (2)の 4参照)
平成 21年 3月 に 「インフォームド・ コンセントの更なる向上のためにJを 策定し、全病院に通知した。これにより、
平成 21年度より各病院は必要な事項を取り入れるなど自院の実施内容の見直しを行い、インフォーム ド・コンセン トの
実施体制の充実を図った。

:病院における取la倒】
・各治療法、検査毎に説明書、同意書を整備している.
・説明時に医師だけでなく、看護師も同席し、患者の反応・理解度を確認している。
・患者サービス検討委員会にて患者の意見を徴収し、マニュアルに反映させている。

(2)全病院での医療相談窓口の設置 (再掲 )
患者の価値観や診療への要望等をきめ細かく聴取し病院運営に反映していくことができるよう、平成 20年度までに全
ての病院において医療相談憲口を設置した。特に、息者や家族の抱える心理的・社会的な問題の解決・調整を援助するた

めの体制を強化するため、MSWの 大幅な増員(229名 → 266名 )を行った。
また、プライ′くシーの保護にも考慮し、 130病院が相談憲口を個室化している。     ~

(3)院内助産所・助産師外来のBH設
家族のニーズに合わせた満足度の高い、安心なお産及び育児支援が出来る体制をよリー層充実させていくため、各病院
が自院の状況に応して院内助産所や助産師外来のIR設を推進し、平成 21年度に新たに院内助産所を 1病院、助産師外来
を 5病院で開設した。

:院内助産所・助産師外来の開設病院欧い 娩実績を有する49病院中)】
駒虔20年度       平成 21年度
院内助産所  4病 院 → 院内助産所  5病 院
助産師外来  19病院 → 助壺師外来 24病 院

また、平成 21年 12月 に、院内助産所及び助産師外来開段に向け、医師、助嵐師等の連携・協力体制導について問題
点を把握するとともに開設に向けた基礎的な知諄や方法を習得することを目的として、研修会を開催した (34病院 52
名●I加 (医師・助産師・看護師 ))。

:研修内容】
・講義「安全・安心なお産と育児支援について」
シンポジウム「院内助産所の運営について」

病院長の立嬌から                    `           .
・■護管理者の立場から                     `
・産科医師の立場から
・助産師の立場から
・妊産褥婦および家族の立場から

【説明贅料 :

資料 6:「インフォーム ドコンセントの更なる向上のために,[24買 ]
責料 7:患者の饉値観の尊重 [30責 ]
資料 8:院内助産所に係る取組 〔32頁 ]

評価の硯点    |
:評価項目1 診宏■贅 (1)恩者の目線に立つたE家 の■|ll

目己辞工    I     A   ′  :
(総合白うな評定)

平成 16年度/J・ ら引き沈き実施している患者満足度コ査については、書合評籠をは
じめ主要な項目で、前年度平均値を上回り、著実に患者満足度の向上を果たしている。

各病院においても自施設の結果を分析し、様々な取権を実施している。

患者満足度を向上させるための取i■ としては、クリティカルバスの実施件数を大幅
に増やし積極的に活用すること等により患者への分かりやすい説明に努めているほ

か、研修充実、図書関覧、患者の利便性を考慮し、また、医療ノーシャルワーカーσ,

配置についても、3:き 続き増員を回り、きめ細やかな対応が行える相談体制の充実を

図つた。

セカンドオビニオンについては、平成 21年度は、忠口設置病院は 4病院増加し、
院内掲示及び病院のホームベージにおいて周知を回つた。
また、産科E師 が不足する中、院内助産所、助産師外来についても新たに 6病院珀
力0し、|1段の推進を回つた。

(委員会としての評定理由)

患者満足度口査においては
'分
かりやすい説明Jな ど主要な項目て着実な改善、

詢上が図られており評価する。また、セカン ドオビニオン窓口設置病院数の増カロや

E療 ソーシャルワーカーの増員等を評価する.

(各委員の評定理由)

・息者満足資口査において「分かりやすい説明 1、 「相談しゃすい環境づくりJに関
して入院・外来ともに高い満足度が得られている.特に全口査項目において、満
足度の下がつた項目がないことは高く諄価できる^
・患者満足産調査について、特に入院の場合、魔に4 5を超える満足度となって
いる項目もあり、これを上回る成績を上げることは難しく、評価できる.た だし、
個ワ1病院で見た場合、満足度が低い病院もあり、原因分析と改善の取組みが望ま

オしる。
・満足度IE査 に関し、患者のE名性担保の仕組みは十分に評価に使する。ただ個々
の患者にその主旨が十分理解される説明が行われているか不明.

クリティカルバスの実施件数が着実に増加し、また各病院での諸疾患に関する集

団勉強会の実施を87価する。

[数値目標]

中期目標期間中に、全病院でセカン ドオビニオン受

入対応できる体制を整備する。

(平成 20年度 129病 院)

平成 21年度については、窓口段菫病院は 4病院増加し、133病院となった。(業
務実績 4買参照)

中期目標期間中に、全病院で旧別の診療la酬の算定

項目の分かる明細書を発行する体制を整I●する.

(平成 20年度 8病院)

平成 21年 度末までに、全ての患者に明細書を発行している病院数は、 19病 院に
増加した。また、求めがあった場合には全ての窮院で対応可能となっている.篠
務実績 0貫参照)

増えていることを評価する。

医療ノーシャルワーカー (MSW)の 増員、相談憲口の個童 1ヒ等更なる努力を高
く87価したい。
MSWの 増員 37名 は評価できるが、配巨病院数の更なる増加に取り絶まれたい^
士日外来や大型連体中での診療の実施など、患者ニーズに合わせて多様な診療時

間を設定している。しかし、一方で単にスタッフの負担にならぬよう対策を講じ

てなきたい。

患者のユーズに対応すべく、院内助産所・助産師外来を実施する病院や、セルフ
マネージメン トの支援を実施する病院なども増えており、各病院における様々な

創意工夫を評価する。

平成 22年 度診療報酬改定で患者への明細書発行が原則義務化されたが、 21年
度中に既に 19病院で実践できており、全患者への明細書発行に際して必要なき
め細やか対応など、ノウハウも蓄積されている.他病院の模範となる取組みと評
価できる。
一部の項目では前年度と比較して横

`fい
もあるが、大半の項目で前年度を着実に

上回つている。

(その他の意見)

クリティカルパスは「これてよし :Jと いう終番点はない。いくつかの病院のそ
れを拝見したが現場はまだまだ不十分というジレンマを抱えている。

待ち時間の改善策の努力は秦晴らしい。全ての病院へ普及されたい。一方で、説

明・同意書の形式化、増大化が心配き1■ る。わかりやすいサマリーも必要ではな
1ヽか。

多くの患者にとつて最も関心、願望が強い項目と思われる待ち時間対策に対する

=査
結果が 3 5前 後と他の項目と比較し低い。難しいと:ま思うが、重要な事項
だけに更なる努力、工夫を望みたい。

満足魔調査を維続的に実施することは息者目線に立つ上で大変良いことであるが

致性が横ばい (高止まり,と なっている.これていいということではなく、更な
る上をめざしてブレークスルー

“

対策をte計 1´てまらぃ,い _

[評価の視点]

患者 r/2目 線に立った医療を提供するため各病院は、

患者自身による治療選択に資するよう診療ガイ ドラ

インなどの活用に努め、また患者満足度調査の活用

などを通して患者の意見を取 り入れ、分かりやすい

税明と相談体鋼の充実などサービスを改善てきる仕

組みとなっている力、

実績 :0
・患者満足度調査を実施し、各病院は、その結果を踏まえQC活動などの業務改善活
動のきっ/J・けとし、患者サービスの向上に努めるとともに、全ての病院て意見籍を

設置しており、常時、意見募集を行いタイムリーな改善活動につなげている.(業
務実績 3買 参照)
・患者の立場に立ったよりきめ細やかな対応が行えるよう全ての病院において医療相

談窓口を設置するとともに、患者の診療中の心理的、経済的諸問題尊について相談

に応じ解決への支援を行う医療ツーシャルワーカーについては、昨年に引き続き
37名 の増貝 (平成 20年度 113病 院 229名 ―平成 21年度 123病院 266
名)を行つた。 (業務実績 7頁参照)
クリティカルバスについては、実施件数を大幅に増やし (平成2o年度 243, 729
件―平成 21年度 255, 141件 )、 積極的に活用するとともに、クリティカル

バ´の内容についても、より分かりやすい様式となるよう見直しを行い、患者への

分かりやすい説明に努めている。 (業務実績 2買参照)

セカン ドオビニオン制度について、全ての病院に導

入を進めるとともに、セカン ドオピニオンに対十る

患者の理解、満足に関する目査を通し、制度の充実

が図れる体制となっているか。

実績 :O
・平成 21年度については、窓口設置病院は 4病院増加し、133病院となつた。(業
務実績 4買参照)
・平成 21年度においては、料金体系、院内掲示や病院のホームページにおける周類
状況について実態把握を行つた。今後、セカンドオピニオンに対する患者の理解、

満足にF・|する調査に着手することとしている。 (業務実績 4百参照 )



でサービスを点検するため各病院は、

者満足度調査を実施し、その結果を略まえ、サー

スの改善を回つている力、

患者の自己管理 (セルフマネージメント)を医療
事者が支援する取組を実施するとともに、全て

院が個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書を

行する体制を整備しているか。

・患者満足度調査の結果を踏まえ、患者の利便性を考慮し、午後診療の実施やMRI
検査等の予約枠を夕方まで設定するなど患者が受診しやすい体制となるよう改善を

回つている。

また、栄養食事指導 條 団勉強会)の開催や地減ニーズに合ゎせて土日外来の実
施、大型連体期間中においても平日並みの診療を実施など、利便性への配慮等改善
に向けた様 な々取組を3:き 捜き行つた。(業務実績 5頁参照)

実績 :0    、
・自己管理 (セルフマネージメント)を支援する取組みの一環として集団栄
導 峰 団勉強会)等を開催し、正しい食生活の改善方法の指導及び悩みや不安の解
消に努めている。また、専門病院では患者の要望により、病院独自の内容で相談会

を実施している。 (業務実績 6買参照)
・個別の資料報酬の算定項目の分かる明il書については、原則全病院が発行できるよ

う体制を整備し、全患者を対象として発行している病院が 8病院から19病院に増
加した。 (業務実績 6頁参照)

(2)安 0 安全な医療0撻供    |

すること.

また 0療情報について情報||
示を洒切に行うほか メ策E薇ネ

全対策の充■を回りtE療事故の
防ltに,めること.

さらに これら取亀の成果を鮨
切に情■斃倍すること。

安心・ ,全 なE豪の機供

E晨●■の崚ユ

●者が,心できる区環を提供す|
るためには ,を との信麟口,セ |

院はカルチのロスを行うなど■,
な竹颯開示に取り蘊むとともに、

こ者のプライ′くシーの保建に,め

また 0病院の倫理■■会の組
織 ヨ●状況を本||に おいて籠■
し、その

“

薔に,めるとともに

`理

lbな 事項に80し 区豪従事■に

対して力■を行う伴
"を
院内に菫

(2)安 心・安全な露森の提供

① 医療倫理の確立
平成 20年 度に中央医療
安全管理委員会より報告さ

れた
'イ
ンフォーム ド・コ

ンセントの更なる向上のた

めにJを運用し、日立病院
機構におけるインフォーム

ド・ コンセントを一層推進

していく。

各施設に設置した●理審

査委員会における活動・運

営状況を把握するとともに、

委員を対象とした研修を計

画し、医療従事者へ助書す

る体制づくりに着手する。

(2)安心・安全な医療の提供

① 医療倫理の確立

.プライパシーヘの配10に 8Bする各病院の取組
各病院で個人情報保護法に関する研修や外部請衝を招いた講習会の実施、個人情報の和1用 目的等についての院内掲示、個
人情報保護に係る各種規定の作成等により院内における個人情報保護のための体制を整備している。
また、引き続き、患者のプライパシーヘ配慮するため患者からの相談意口の個室化を進めているほか、
O 擦血の様子を他の患者に見られないよう、外来採IL室に街立を設置     .
○ カルテの持ち出しの際、患者氏名が見えないカバーを使用
0 点滴ボトルから患者の氏名がわからないよう、氏名をシール形式とし、使用する段階でシールを調がす工夫
〇 入院患者の意向を反映した痢室入口名札の表示
O 入院患者の意向を反映した外部からの問い合わせへの対応
などの取組を行つた結果、平成21年度の「プライ′くシーヘの配慮Jに係る入院患者の患者満足度調査の結果は平成20年
度を上回る満足度を得ている。

【相談憲口の個室化1
平成 20年度 126病院 → 平成 21年度 130病 院

:患者満足度口査結果】             平均ポイプト         平均ポイント
・プライパシーの配慮 《入Lll 平成20年度 4 609 → 平成21年度 4 621
・プライパシーの配慮 《外来》 平成20年度 4. 155 ‐ 平成21年度 4 179

2.医療3故発生時の公表薔
病院運営の透明性を高め、社会的信頼をよリー層襲得していくとともに、我が国全体の医療安全対策にも貢献していく錮
点から、明らかな過瞑により患者が死亡した場合や、■大な永捜的障害が発生した場合は各病院による個別の公表を行い、
それ以外のケースは、日立病院機構全体の包括的な事故の公表を行うことを内意とする医療事故公表基準を平成 18年度に
策定し平成 19年度から運用している。
平成 21年度においては、9月 に発生した「サリド与イドの誤投与に関する事案」について、原因究明及び再発防止策を
迅速にまとめ公表するとともに、サリドマイ ドの安全管理を審饉するTERMS第二者評価委員会に対しても報告書を提出した。
QD TEM (Thalldonide FducatiOn md Rlsk恥 na8enont SysteO第 二者解伍委員会
厚生労働省が関与し支援する第二者の評価

`員
会であり、学確経験者の他、息者・被害者団体の代表、行政で構成

される。

3.通切なカルテ開示
各病院は、厚生労働省E政局長通知「惨療情報の提供等に関する指針の策定についてJに基づき、カルテのFF示請求が
あつた場合には適切に開示を行つている。平成21年度においては、780件の開示請求に対して、開示することが治療の
妨げになると医師が判断したケ‐スを除き、777件の開示を行つた。



4 インフォームド・コンセント推進への取組
インフォーム ド・コンセントについては、平成 19年度 /J・ ら開催している「中央医療安全管理委員会Jにおいて、患者に
対し適切な説明を行い、理解を得ることが望ましいと考えられる内容についてあ議論を重ね、インフォーム ド・ コンセント
を行うにあたっての基本的な考え方や留意すべき点など必要最低限の事項を整理し、インフォームド・コンセントの更なる
向上を図るため、平成21年 3月 に「インフォームド・ E■ ンセントの更なる向上のために1を策定した_
これにより、平成 21年度より各病院は必要な事項を取り入れるなど自院の実施内容の見直しを行い、インフォームド
コンセントの実施体制の充実を図つた。

【「インフォームド コンセントの更なる向上のためにJの具体的内容】

騒轟離鴛謀鑑脇麗殷酔 舅鶴、雛 m、鶴1』鷲来 、
⑭説明の省略

【病院における取組例】
・各治療法、検査毎に説明書、同意書を整備している。
・説明時に医師だけでなく、看護師も同席し、患者の反応 理解度を確認している。
・患者サービス検討委員会にて患者の意見を検討し、マニュアルに反映させている。

5.臨床研究、治験に係る倫理の通守

(1)臨床研究
r臨床研究に関する倫理指針J、 r疫学研究に関する倫理指針 J、 「厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の
実施に関する基本指針,等のガイ ドラインを連守し、臨床研究等の推進を図つている.

① 倫理審査委員会等
倫理的配慮の趣旨に沿つて臨床研究等の推進が果たせるよう、すべての病院に倫理審査委員会を設置して0(る。その
審議内容●については、ガイドラインに沿って、病院のホームページ上で掲示するなど外部に公開している。
また、倫理審査委員会の委員を対象とした研修を実施し、各病院において、倫理的問題について医療従事者へ助言す
ることのできる体制のこ礎となる人材を養成している。

ア 倫理委員会開催回数
平成 20年度 628回  → 平成21年度 666回

イ 倫理審査件数          '
平成 20年度 2. 364件  → 平成 21年度 2, 899件

ウ ホームベージでの書議内容公開病院数
平成 20年度 33病院 ― 平成21年度 50病院

工 倫理審査委員会・治駿審査委員会委員対象研修会受講人数
平成 20年度 127名  → 平成21年度 57名
※平成 20年度ははじめてこの研修を行ったため受講者数が多かったものと考えられる。

② 臨床研究中央倫理審査委員会
これま,に 引き続き、本部が主導して行う臨床研究等の研究課題を中.さに臨床研究中央倫理審査委員会において審議
を行い、「新型インフルエンザA(HlNl)に 対するインフルエンザHAワ クチンの安全性の研究」等の日立病院機
構共同研究 (指定研究)、 平成 21年度EBM推 進のための大規模臨床研究の新規 3課題をはじめ45件の一括審査を

lTっ た。                                          .
また、その審議内容等については、ホームベージ上で掲示し、外部に公 IHし ている。

動物愛譲の観点に配慮しつつ、科学的観点に基づく適正な動物実験尊が実施されるよう、動物実験を実施する20病
院すべてに、平成 21年度までに動物実験委員会を設置した。

(2)滑験

① 治験審査委員会
質の高い治摯を攀遣するため、すべての病院に治験審査委員会を設置している。その審議内容等については、法令に
沿つて、病院のホームページ上で掲示するなど外部に/4N関 している.

ア 治験審査委員会開催回数
平成20年度 1, 128回  → 駒戌21年度 1, 116回

イ 治験導審査件数
平成20年度 14, 019件  → 平成21年度 14, 25'件

O 中央治験審査委員会 (第 1の 2の (2)の 1参照)
治験審査の効率化、迅速化を回る中央治験審査委員会を本部に設置し、平成 20年 11月 より毎日1回定期的に開催
し、平成 22年 3月 までに40課題について審議を実施した。
また、その書議内容うについては、ホームページ上で掲示し、外部に公用している。

I説明資料】

資料 9:患 者のプライパシー保護 [33責 ]
資料 10:日 立病院機構医療事故公表指針 [35頁 ]
資料  6:「インフォームドコンセントの更なる向上のために」[24頁 ]
贅科 11:倫理審査委員会開催回数及び審査件敷 [37買 ]
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1.独立行政法人日立病院機構中央医療安全管理委員会の開催
平成 19年度に日立病院機構における医療安全対策についてのこ本的方向性等について著餞する常識委員会として
医療安全管理委員会Jを設置し、平成21年度においては平成 21年 7月 、平成 22年 3月 の 2回、日籠し下mtt項につヽ
て検討した。

国立病院機構における医療安全対策の質を均一化し、更に向上させることを目的として
'病
院間相互チェック体制」

整備することとし、その運用について検討を行った。
・日立病院機構内において発生した医療事故についてl■、今後、日本医療機能評価機構の事故データとの比較を行うため、
従来異なっていた、事故分類等についての検討を行い、平成 22年度に医療安全システムの部分改修を行うことを
した。

2 病院間10互チェック体制の整備
医療安全対策の標準化を回ることを目的として、医療安全対策について病院間で相互チェックを実施する体制を整備す
ため、専門委員会を設置した。平成 21年 6月 、平成 22年 1月 の 2回開催し、ォェックシー ト (案)の 作成や先進的に取
り組んでいる他の設置主体病院の実地調査を行つた。

今後、数病院において試行的に実施し、本運用に向けたシステム構築のための問題点を把握することとしている。

3.院内感染防止体制の強化
院内感染対策として、すべての病院において院内感染防止対策委員会等を開催し、MRSA、 ノロクィルス、縁農菌等の
院内サーベイランスを実施するとともに、医師・看護師・薬剤師 事務職等で構成される院内感染対策チーム (lCT)を
137病院に設置し、いる。 (院内感染対

"チ

ーム (ICT)を 設置してぃない残りの 7病院については、院内感染防止対
策委員会を設置して lCT機能の役割を果たしている_)
また、83病院では感染管理を専円分野とする認定看護師を105名 配置するなど院内感染防止体需の強化を回るととも
に院内感染対策に係る基本的知識を習得することを目的に院内における研修を全病院で実施した。

さらに、院内感染発生時の対応など、より実践的な知饉、技能を習得するとともに、医師、看議師、薬剤師等の多職種と
の連携の重甕性を認諄することを目的に、全プロック事務所において、院内感染対策に係る研修を実施した。

【感染管理認定看譲師配菫状況】

平成 20年度 87名 (71病院) → 平成 21年度 105名 (83病院 )
※全国登録者 :960名 (日立病院機構職員の占める割合 10 9%)

4.医療事故等の報告制度への一層の協力
国立病院機構として、日本医療機能評価機構 (評価機構)が行う医療事故情報収集等事業へよリー層協力し、また国立
院機構以外で発生した医療事故との比較検討により、よリー月の医療事故防止対策を推進していく観点から、
の「医療安全情報システム」の報告内容と日本医療機能評●1機構への報告内容をできるだけ共通の様式とすることとし、

故分類及び事故概要について、検討を行つた結果、平成 22年度に「医療安全情報システムJを改修することとした。
「日立病院機構における医療安全管理のための指針」の運用徹底に伴い、平成 21年度においては、評価機構への報告
数が大幅に増加し、評価機構における報告義務対象医療機関からの報告のうち半数以上を国立病院機構が占めるまでに
た。た 。
また、「医薬品・医療機器等安全性情報報告制度」により、厚生労働省に医薬品又は医療機器の使用によつて発生する
康被害の情報を駒成21年度においては297件 (平成 20年度264件 )の報告を行つた。

(1)「日立病院機構における医療安全対策への取組 (平成 20年度版)」 (医療安全自書)の公表
平成 20年度中に日立病院機構本部に報告のあった医療事故報告について、
,0事故内容別、病院機能別、患者年齢別、事故発生時間別に整理するとともに、
② r日立病院機構における医療安全管理のための指針1の見直し後の、「転日・転落事故防止プロジェクト」など
溝内における医療安全対策上の課題への取組について紹介、

③長期療贅患者が使用する人工呼吸器の取極い手順書の策定、人工呼吸器不具合情報共有システムの運用について
知し、

④医療事故報告の中から、再発防止対策上ケーススタディとして有効であると考えられる事例について、事故概要、
事故の青景、講した再発防止策の紹介

等を内容とする「国立病院機構における医療安全対策への取組みについて (平成 20年度版)」 (医療安全自書)を作成し、
平成 21年 7月 に国立病院機構のホームページに公表した。

(2)医療事故報告に係る r讐鐘的事例」の作成と日立病院機構内ネットワークでの共有
日立病院機構本部へ籠告された事故事例等を素材として、機構本部において r警鐘的事例Jを作成し日立病院機構内
ネットワーク内の掲示板に掲示することで、各病院における医療安全対策のtitに責するための取組を、平成 21年度に
おいても引き続き実施した。

具fFnには、医療安全対策上特に留意すべきテーマを決定した上で、テーマに関連する個別事故事例の紹介とそれらに
共有する発生原因や再発防止策等について分析・整理を行ったものであり、各病院の医療安全管理者等がケーススタディ
のためのテキス トとしても活用できるよう作成したものである。平成 21年度の月ごとのテーマは、次のとおりである。

1医療事故報告書の概姜の警饉的ネFl】

O平成 21年  5月  尿道カテーテルに関する事故について
O平成 21年  9月  ノロウィルス発生時の対応について
O平成 21年 11月 .サ リドマイ ド製剤誤投与について
0平成 21年 12月  小児患者 のヽ薬剤過剰投与について
0平成 22年  2月  人工呼吸器の不具合情報について

6.長期療鶴患者が使用する人工呼吸目の取猥について
人工呼吸器の機種の標準化について、平成 18年度に取りまとめられた報告書「長期療養患者が使用する
準化について」を踏まえ、平成 19年 4月 に、今後、長期療姜患者が使用する人工呼吸器の更新等整倒を行う際には、
として標準 6機種の中から整備を行うこととする旨の医療部長通知を発出し、標準化を推進しているところであり、
21年度においては標準 6機種の使用状況は57. 3%と なっている_
また、筋ジス トロフィー児 (者 )・ ■壼心身障害児 (者 )。 ALS患 者等の長期療姜患者にとつて人工呼吸器は生命維持装
置であり、その装着に当たっては患者に分かりやすい説明を行うとともに、細心の注意をもつて取り根うことが必要である
ことから、人工呼吸器の目的や善本構造、操作時の安全管理、使用時の■議の留意点、装着に係る説明書等を内容とする 1長

期療養患者が使用する人工呼吸器の取根い手順書」を平成 21年 3月 に作成し、平成 21年度においては各病院において同
手順書を運用し、安全管理体福の向上を図つた。



7 人工呼吸勝不具8情報共有システムの運用
日立病院機構内病院で稼働している人工呼吸器の本具合情報を迅速に共有することで1患者の人工呼吸器管理に係るリス
クを軽減させ、患者の療養上の安全をよリー層確保することを目的に、「人工呼吸器不具合情報共有システムJの運用を平
成21年 3月 から開始した。
平成22年 ,月 までの 1年間で52件の報告があり、日立病院機構内ネットフーク内の掲示版に掲示し、情報共有を図つ
た。
また、不具合が生した場合には、患者への影響を考慮し必要に応して製造業者に対し情報提供を行い、下具合原因の究明
や、改善を求めることとしている。

1システム概要】

①報告内容 :人工呼吸器の機械的な不具合の情報を報告内容

②薇告事項 :メーカー名、機種名、購入年月日、不具合の内容、不具合が発生した場合の使用状況

@情報共有 :各病院より報告後、速やかに国立病院機構内ネットフーク内の掲示版に掲示

8.転倒 ‐転落
=故
防止プロジェクトについて

目立病院機構における医療事故報告の約30%を 占める転倒・転落事故の2年間で半減を目標に掲げ、転倒・転落事故防
止対策を強力に推進していくため、転倒・転落事故防止のための業務標準化の検討を行い、
①各病院共通の転倒・転落アセスメントシート

○アセスメントシートに基づく転傷・転落事故防止静口表

0患者・家族への標準的な説明内容
④リスクの高い薬剤リスト

⑤転倒・転落事例集
等から構成される「転倒・転落事故防上マニュアル」を平成20年 3月 に作成し、本マニュアルにより、平成 20年度から
『転倒・転落事故防止プロジェクト」を強力に推進し、平成21年度は事例収集、評価指標の集計等を実施するとともに、
各■院より収集した転倒・転落事例のアャスメントシー ト (16, 033事例)について、分析の視点を明確にし、転倒・
転落した患者の特性を明らかにすることを目的として集計作業に取り組ん亀
半減を日標に掲げている一方で、日立病院機構本部 のヽ転倒・転落を原因とする事故報告件数が平成20年度の460件
に比ぺ572件 と増加している状況である。
これについては、プロジェクトを立ち上げたことにより各病院の報告に対する認識が高まったことによるものと考えてい
る。今後は、各病棟種,1等の分析を行い、患者の特性を考慮して転倒・転落事故の改善を図つていくこととしている。

:ア セスメント実施率】 入院時のアセスメント実施患者数 新入院患者数 (NICU CCU除 く)
平成20年度 97 7% ― 平成21年度 98 49/O

9 日立病院機構使用医薬品の標準iヒ
平成 ,7年度より医療安全、医薬品管理の効率化に資するため、本部に標準的医薬品検討委員会を設置し使用医薬品の標
準化の取組を進めている。
O平成 17年度は、抗生物質、循環器用薬について、標準的医薬掃の選定を行った。
O平成 18年度は、精神神経用案、消化濯宮用率及び呼吸器官用薬について、標準的医薬品の選定を行った.
0平成 11,年度は、循環器用薬、外皮アレルギー用薬及び解熟鎮痛消炎剤 滋姜強壮薬 ビタミン剤について、標準的
医薬品の選定を行った。
平成21年度においては、末精神経系用集、感覚器官用薬の420品 目について検討した結果、219品 目の選定を行い、
新たな標準的医薬品として各病院に周知した。

10.駆木医療安
=管
理露員雲の設置

平成 19年 3月 にlt、 r独立行政法人日立病院機構における医療安全管理のための指針」ο)見直しを行い、発生した医療
事故の過失の有無、原因等について十分な結論付けができない場合には、第二者的立場から過失の有無等について厳正に審
議を行うため、日立病院機構内における自院以外の病院の専門医、■曖師●を加えた r拡大医療安全管理委員会Jを開催で
きる体制を生 6プロック事務所に事務局として整備 し、必要に応じ開催することとしている。
平成 21年度においては、 7件の重要案件について開催し、適切な医療事故対応を行っている。

:拡大医療安全管理委員会開催件数】

平成 20年度 13件 (3プ ロック) → 平成 21年度 7件 (2プロック)

11.医瞑安全対策に係る研修体制辱の充実

(1)新 人看護師を対象とした全病院続―の研修″イ ドラインの運用
木″イ ドラインでは、病院における医療安全管理体制についての基本的理解や医療現場における倫理の重要性、院内感
染防止ゃME機器の取極いなど医療安全に関わる知識・ 技術について経験年数毎の遭成目標との比較を行いながら修得て
きるよう示している。本ガイ ドラインに基づく各病院の研修を通して、就職後早い段階での医療安全に係る研修体桐の充
実を回ることとしている。         ・

:魏まガイドライン運用後の受講者数 1
平成 18年度 3, 428名
平成 19年度 3. 805名
平成 20年度 3, 926名
平成 21年度 4, 395名  延受講者欽 15, 554名

(2)各 プロック事務所での研修の実施及びその効果
全プロッタ事務所において、具体的な事例分析等の演習を通して、実践的な知識、技術を習得し適正な医療事故対策能
力を賛成するとともに、医師 看護師・事務職等職種毎の職責と連携の重要性を認餞することを目的とした医療安全管理
対策に係る研修を実施した。

プロック事務所主催研修の受講者は、研修の成果を自院で活用し医療事故防止に素げていくため、研修内容を踏まえ、
拐えば r危険予知 トレーニング (KYT)」 や「インシデントの原因の根ホ分析方法 (RCA)」 のための院内研修の実施、
医療安全管理マニュアルの見直 L年 を行い医療事故防止策の充実を図つた。

I医療安全対策研修会の開催回数1

平成 20年度 22回  → 平成 21年度 15回
(九州プロックで行つていた県別研修をプロック研修に集約 したため)

12.その他の医療安全に関する取組

(1)新型インフルエンザ感染流行を受けて、平成 21年 8月 に全国の機構病院に対して 「新型インフルエンザに係る院内感
染対策の徹底について」との注意嗅起文書を発出し、院内感染対策の徹底を図った。

C)全国のインフルエンザの流行予測に贅するため、平成 21年 4月 から、日立病院機構病院の受診患者におけるインフル
エンザの発生状況 (迅速検査による陽性率)について、都道府県単位で取りまとめ、「日立病院機構におけるインフルエ
ンザ全国感染動向Jと して本部のホームページで公開し、広く情報提供をイデつた。
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:r価の彿尽   l
:諄薔項目2 ●■事彙 (2)安心・安全なE家の提供:

日 ■ 計 足     :     A     l

(総合的な評定)

医療安全対策を推進するため、病院間相互チェッタを実饉する体制を整備するため

専円委員会を平成 21年 6月 と平成 22年 1月 の 2回開催し、チェックシー ト (案 )
の作成や先選的に取り組んでいる他の設置主体病院の実地調査を行うた。
また、日本医療機能評価機構の事故報告との比較検討を行うため、国立病院機構の

医療事故報告について、分類等の検討を行つた。

加えて、日本医療機能評饉機構への医療事故報告についても積極的に協力すること

で、我が国全体の医療安全対策について貢献した。

(報告件薇 平成 20年 728件 →平成 21年 995件 )

さらに、日立病院機構本部に報告のあった医療事故報告を事例集として整理し"医
療安全自書 (平成 20年度版)"と してホー

^ベ

ージに掲示することを通して外部に

情報発信を行うことにより我が日全体の医療安全対策への貢献を目指した。

カルテ開示に適切に対応するとともに、患者のプライパシーに配慮した相談憲口の

個室化を進めている。

院内感染対策についても、全病院で院内サーベイランスを実施するなど積極的に取

り組んでいる。

慧
|

(各委員の評定理由)

患者のブライパシー配慮のため、相談窓口の傾室化を推進 し、息者満足度調査に

おいて「プライパシーの配慮」に関して入院・外来ともに高い満足度が得られて
いる。
・患者のプライパシ=を配慮した相談窓口の個室化やインフォームド・ コンセント
の充実化、適切なカルテ開示、医療事故発生時の公表などに積極的に取り組んで

いる。これらの取組みは、患者の安心慮や安全な医療の実践に書与するものであ

り、評●Iできる。
rイ ンフォームド・コンセントの軍なる向上への努力がみられる。

[評価の視点]

患者 との信頼関係を醸成させるため各病院は、カル

テの開示及び患者のプライバシー保護について適切

に取り組んでいるか。

季
Iを:整属振G麟モ忙L暮辱Jttξ ?:告萌倉岳:i界111:喜葛塩霞継憾耳:|
ている。 (業務実績 10■参照)                       .
患者のプライパシーに配慮するため、医療相談窓口を全病院において設置し、個室

化若しくは第二者に会話が聞こえないようなスペースを確保しているが、引き続き

相談憲口の幅室化を進めている。また、平成 21年度の「プライパシーヘの配慮 J
に係る患者満足度口査の結果lt平成 20年度を上回る満足度を得ている。 (業務実
績 10買参照)

ることを評価する|
,安心安全な医療の提供について、医療綸理の確立のため事故発生時の公表、カル

テP4示請求への適切対応、倫理審査委員会活動の充実●目標達成に向け、地道に

努力しており、評薔できる。
・病院間で医療安全対策を相互チェックする体制を整備するための専門委員会を設

置するとともに、日本医療機能評価機構への医療事故報告にも積極的に協力し、

医療安全対策の推進に努力している姿勢は評価できる。
・医療安全対策について、病院間相互チェック体籠の仕蘊みを導入したことは、医

療安全対策の更なる向上に贅するものと評価できる。

医療安全対策の取組みのホームページヘの公表を評価する。
・患者満足度口査では、「全体としてこの病院を信頼している」力

`入
院では4 64

7、 外来では4 299と なっており、様々な取組みの積み重ねが患者の信頼感
に繁がつているものと評価できる。
・科学性、倫理性を4E保する仕組みづくりの積極的姿勢を評価する。
・機構内ネットワータ掲示板による情報共有が行われており絆償する。
・感染,理屁定看u師の増員を評価する。

各病院は倫理的な事項に関し医療従事者に対して功

書を行う●制を整備している力、

実績 :O
・倫理響車委員会及び治験書IE●員会をすべての病院に段置するとともに、それらの

委員を対

'と

した研修を実施し、各病院において、倫理的問題について医療従事者
へ助言することのできる体

"の
基礎となる人材を養成した。また、倫理審査委員会

及び治験審査委員会を適りにBH催 し、科学性・倫理性が担保された質の高い出床研

究を推進できた。 (業務実績 11、 12買参照)

各病院がリスクマネージャーを中心にヒヤリハット

事例の適正な分析等のリスク管理を推進するととも

に、病院間での相互チェックなど医療安全対策の標

準化に取り組んでいるか。

大半の項目で前年度を上回つている。

(その他の意見)
医療安全対策は最も重要な課題であり、これまでの努力はよくわかるが、さらに
しつかりした対策をたて、事故の防止に努めてもらいたい。
転倒、転落事例のアセスメントシート16, 000例 の分析や改善策を作成して
ほしい。



策に積極的に取 り組んでいる力、

・我が日の医療安全対策の充実に貢献す るため各病院

は、医療事故や医薬品等安全性情報の報告を適切に

実施するとともに、これら取組の成果を情報発信し

ている/J、

・全病院で院内サーベイランスを実施しているほか、医師、看護師、薬剤師●
された院内感染対策チーム等による院内ラウンドを全病院で行つている。また、

染管理認定看護師の配置についても、増員 (平成 20年度 87名 →平成 21
105名 )を行つた。 (業務実績 13頁参照)

実績 :0
・我が国の医療安全対策の推進に積極的に貢献していくための情報発信の一貫とし
て、平成 20年度に日立病院機構本部に報告された医療事故報告を、事故内容別、
病院機能別、患者年齢、発生時間別の発生状況と再発防止対策のためのケーススタ

ディとして有効と考えられる事故事例 (事故概要、背景、再発防止策)の紹介等を
内容とする「日立病院機構における医療安全対策への取理について(平成 20年版)J
(医療安全白書)を日立病院機構のホームページに公表した。 (業務実績 14■,

との比較の観点から、日立病院機構の医療事故絆
告分類の検討を行い、平成 22年度に報告システムの改修を行うこととした。
加えて、日本医療機能評価機構への医療事故報告についても積極的に協力すること
で、我が口全体の医療安全対策について貢献した。

(報告件数 平成 20年  728件 ―平成 21年 995件 )

(業務実績 13頁参照 )
・また、機構本部への報告事例等を素材として、毎月、医療安全対策上特に留意すべ

きテーマを決定した上で、テキス トとしても活用できるよう、テーマに関連する事

故事例の紹介と共通する発生原因や再発防止策●を「警饉的事例Jと して整理し、
機構全病院にフィー ドバックする取り組みを継続し実施した。 (業務実績 14買 参
照)

・さらに日立病院機構における医療事故報告の約30%を 占める転倒・転落事故の2
年間で半減 (△ 50%)を 目標に掲げ、平成 20年度から r転倒・転落事故防止
ロジェクトJを強力に推進し、平成 21年度は事例収集、評価指標の集計
するとともに、各病院より収集した転倒・転落事例のアセスメントシート
(16, 033事例)について、分析の視点を明確にし、転倒・転落した患
性を明ら力|こすることを目的として集II作業に取り組んた (業務実績 15頁参照)
・長期療姜患者が使用する人工呼吸器については、標準6機種への枚り込みが■実に
推進されているほか (人工呼吸器6腹種の使用状況 :平成22年 3月 57 3%)、
人工呼吸器の装着に当たつて患者に分かりやすい説明を行う等の観点から「長
姜患者が使用する人工呼扱器の取扱い手順書」を平成 21年 3月 に策定し、運用を
行つている。 (業務実績 14頁参照)
。日立病院機構内病院で稼働している人工呼吸器の下具合情報を迅速に共有すること
で、患者の人工呼吸器管理に係るリスクを軽減させ、患者の療姜上の安全をより

層確保することを目的に、 「人工呼吸器不具合情報共有システムJの運用を
21年 3月 から開始し、平成 22年 3月 までの 1年間で 52件 の報告があり、国立
病院機構内ネットワーク内の掲示版に掲示し、情報共有を図つた。 (業務実績 15
責参照 )
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(3)質 のあい嘔療の毎薇

CI クリテイカルバス●活用

(3)質 の高い医療の提供

① クリティカルバスの活用
クリティカルバスの活用

を促進し、クリティカルバ

ス実施件数の増加を目指す。

(3)買 の高い医景の提供

① クリティカルバスの活用

クリティカルバスの活用推進

短期間でより効果的な医療、チーム医療の実践を行うため、各病院ではクリティカルバス委員会において妥当性を検討し、
クリティカルパスの作成を行い、これを用いた医療の実践を行っている。また各病院等てクリティカルバス研究会を開催し
て、普及・改善に取り組んでいる。

Iク リティカルバス総数】
平成20年度 8, 302種 顎 → 平成21年度 0, 100種 額

:ク リティカルバス実施件数】
平成20年度243, 729件  → 平成21年度255 141件

地瞑連携クリティカル′ヽス (地燎IEE′ スヽ)への取組
病院から在宅医療まで一貫した地域連携による医療を実践するために、地域の医療機関と一体となり地域連携クソティ:
ルパス実施のための取組を行つた。

地域連携パスによる医療を実践している病院は65病院あり、大鳳骨颯部骨折、脳卒中等を対象としたパスを実践した.

:地域連携パス実施病院数】

平成 20年度 53病院 → 平成 21年度 05病院

:地域連携パス実施件数 (平成 21年度)】
大縄骨項部骨折        1, o92件
脳卒中            2 124件

3.医療の標準1しに向けた取組
平成 19年度指定研究課題 f医療者用/患者用クリティカノレパスの内容のばらつきと、パリアンス発生頻度及び在院日鰍
との関連に関するコ査研究Jにおいて、日立病院機構内で運用されている代表的疾患に関するクリティカルパスを横断|りに
収泉し、バス自体に組み込まれている医療プロセスのばらつき (パスエ程のばらつき, と入院日数などの患者アクトカムと
の関連について分析・検討を行つた (平成 20年 5月 とりまとめ):
平成 20年度においては、対象疾患を4疾患力・ら8疾患に拡大するとともに、より詳細な分析 口査を行った。
また、平成 21年度においては、上記の研究を踏まえ下記の代表的な疾患についてクリティカルバスを収集し、さらにア
ウトカムを調査し、第 63回日立病院総合医学会において、ベストプラクティスとなるクリティカルパスのモデルを提示し
た。

Iク リティカルバスのモデル (例 )】
ラクナまたは軽症脳梗各急性期におけるクリティカルノ`ス
・人工股関節置換術クリティカルバス
・冒がん手術クリティカルバス
・前立腺肥大症に対する経尿道的前立腺切除術 (TUR― P,ク リティカル六ス

IttP/5資 料】

資料22:地域連携タリティカルバス実施状況 [138貢 ]
資料23:医療の標準化に向けた取組 [139貢]
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ースの構築に向けた取組を

進める.

② BMの 推進

1 臨床評価指標の公表及び改善
平成 19年度において、①現行の政策医療分野において書遍的に見られる疾患について、②入院患者を対象とし、計測可
能性、改善可能性を重視した 26項 目を、臨ま評領指標 として設定し、平成 18年度の実績から■測を開始した。
平成 21年度においても、平成 20年度実演を計測し、結果については、各施設にフィー ドィくックを行うとともに平成 18
・ 19年度実績とあわせて、平成 22年 3月 に公表した。
中期EI目においては、臨床評価指標の充実を図ることとしており、平成 21年度には、「臨床評価指標の改善に関する検
討委員会」を設置し、現行の 26指標の改善に向けた検討を行った。
委員会では、エビデンスレベルの高い診療が行われているのかをFnう プロセス指標中心の構成とすることにより、日立病

院機構全体の診泰レベルの底上げを図ることを目的とする検討を行つた。

新指標が対象 とする疾病領城は、がん、循環器等の急性期系の領城 (17電域)、 ■症心身障害、神経 筋等のセーフ
ティネット系の領城 (5領城)に加え、医療安全、高齢者医療等の疾病模断的領域を設けることとし、 134の 指標案をと
りまとめた。

平成 22年度においては、新臨床評価指標の確定を行い、総合研究センター (平成 22年 4月 1日 設置)の診療情報分析
部において、レセプトデータ(DPC調 査データ等を新たに構築する診療情報収集 分析システムにより病院毎の指標デー
タを集計 ,分析し、新指標の妥当性等についての検証を行うとともに必要な修正等を行 うこととしている。

2.EBM普 及のための研修会の開催  ‐
エビデンスに基づいた医療を提供するため、各政策医療分野や治験・臨床研究推進のための研修会、EBM実 践法に関す
る研修会を行つた。平成 21年度においては 1,717名 が参加し、平成 17年度から平成 21年度までて延ぺ 11. 698
名が参加しEBMの ■なる普及に尽力した。

3.EBM推 進のための大規模臨床研究事業 (第 1の 2の (1)のЭの 1参照)
一般医療を多く担っている日本最大のグループである国立病院機構において、豊富な症例と一定の質を確保することが可

能という特徴を活かして、質の高い標準的な医療を広く提供するための医学的根拠を確立するため、平成 16年度力,ら EB
M推進のための大規模臨廉研究を開始した。
平成 18年度からは本部において研究計画書の作成に積極的に関わることとし、平成 18年度には厳遷された質の高い 6
課題を採択し、平成 20年度に一部課題において調査を終了した。
平成 19年度においても、3課題を採択し、順調に症個の登録を行っている.
平成 20年度には、がん第皿相比較試験など2課題の臨床研究課題を採択し、 1繰題においては症Fl登録を開始したとこ
ろである.

平成 21年度には、 3課題を採択し、症例登録の準備を進めているところである。
これらの研究を実施することを通して各病院の診療の質の標準化を図るとともに、関係学会等で成果を公表している。

※平成 21年度に採択した課題
0限手術周術期の抗凝固案、抗血小板案休薬による眼合併症、全身合併症に00す る研究 (MAC― OS)
O医療 介護を晏する在宅患者の転倒に関する多施設共同前向き研究 (J― FALLS)
O日立病院機構におけるClostridiumudifficile関 連下痢症の発生状況と発生予防に関する研究

(CD「 NHO)
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検討会では、収集する診療情報の種類を特定し、思者単位のデータベースとすることを決定するとともに、個人情報に配

慮し診療情報匠名化の検討、情報分析システムの構築方針を定めた。

その結綸を基に、平成 22年 4月 に総合研究センター診療情12分析部を設置し、年度内に導入する診療情報収集・分析シ

:こ皇w、
各1院の

レセプトデ■夕、DPC調査甲データ等診療
∵
報を収集・分析を行うためのデータベ

Tス
を構築す

5 電子ジャーナルの配IB
最新の医学知見をもとに、根拠に基づいた医療サービスを患者に提供することを目的として、平成 18年 7月 から国立病
院機,のすべての病院で日立病院機構職員がインターネ ット座自で配僧される医学文献を間覧、全文ダウンロー ドすること
ができるよう、本部において電子ジャーナル配僣サービスの一括契約を行つた。平成 18年度においては、HOSPnet
端末のみでの利用に限られていたが、平成 19年 6月 よリインターネットサーパーを経由して、HOSPnet外 からの利
用も可籠とした。また、平成 21年度においては、契約の更新に当たり、間覧可能な雑誌数を942か ら1,465と 約
1 5倍にした。
その結果、平成 21年度においては、 15, 605文 献のダウン●― ドがあった。

【月間ダウンロー ド数 (平均)】

平成 20年度 1. 305文献 → 平成 21年度 1, 300文 献  (対前年度比 99 6%)

6.その他のEBM推 進のための取組

O 鷹床検査データの精度保証

臨革悽異λ露鷹栃運‖蕎上に最TE寛完l`竜傍蓬彙、
「
露慄模嚢露慶雰辞:策11:電奮墨青墾雷菅FTとも黛湧鷺[吉 :阜

均点は96. 6点 (平成 20年度は 9,_ 2点)で あったのに対し、機構病院の平均点は98 6点 (平成 20年度は
98. 3点)であり、 100点 口点の病院も13病院 (平成 20年度は 10病院)存在するなど高水準であつた.・

I説明資料】

資料24:2009臨 床17価指標の概要 [145質]
資料25:應 廉評価指標の改善に関する検討委員会中間報告書 [154責 ]
資料 26:EBM普 及のための研修会実施状況 [159■ ]
資料 27:総 合研究センターの概要 〔160頁 ]
資料28:電 子ジャーナル [164買 ]
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0 長期療養者をは じめ とす る患者の 00し の向上等

1.面談室の設置及びボランティアの受入れ状況

(1)面談室の設置

生 145病院において面談室が設置済となっており、長期療姜者を始めとする忠者のQOLの 向上に寄与している。

0)ボ ランティアの積極的な受八オし
ポランティアを受け入れている病院は 138病院 (Ⅵ成21年度は 2病院増)に上 り、重症心身障害児 (者)8者 等の
日常生活援助、遊び相手、おむつたたみや行事の支援等を行つていただいており、長期療贅患者のQOL向 上の一助を
担っていただいている。

平成 20年度 136病 院 → 平成21年度 138病 院

2.=症 心磐障害児 (者)の在宅療費支援

(1)通回事業の推進
菫症心身障害児 (者 )等の在宅療姜を支援するため、通口事業等を推進しており、 B型通回事業については24病院で
実施しているほか、A型通回事業についても4病院で実饉している。

A型 平成 20年度  3病 院 → 平成 21年度  4病 院
B型 駒成20年度 25病 院 → 平成 21年 度 24病院

(2)在宅療贅支援の取組

重症鮭痢患者が適時に入院できる体網及び在宅療姜提供体制を整備するために都道府県が実施している菫症難病患者入

院施収確保事業について、24病院が拠点病院、 53病院 (平成 21年度は3病院増)力
`協
力病院の役Hを担うなど、地

域の在宅支援ネットワークヘの協力を行つている.

拠点病院 平成 20年度 24病院 ― 平成 21年度 24病 院
協力病院 平成20年度 50病 院 → 平成 21年度 53病 院

3.陣害者自立支援法施行に伴う薇螢介助職の増員による介llサ ービス提供体制の強化
平成 18年 10月 の自立支援法滝行により、 30病院が療養介護事業者となっており、対象病棟の対象患者に対する個別
の療贅介護計画書を作成したり、療養介助職を増員するなどして、サービスを充実させている。
また、患者の多様な要望に応してケアの充実を図るため、■護師の指示の下、入浴、食事、俳泄等のポディータッチを主
とした療贅介助職を■症`き身障害・筋ジス トロフィー病棟のみならず、神経菫病病棟を含め 729名 に増員し、長期療養患
者のQOLの 基本である日常生活のケアに関する介助サービスの提供体目を強化した.

:療養介助職配置数】

平成 20年度 49病院 503名  → 平成 21年度 53病院 729名

4 =症 0場陣審、わシストロフイーなこの者朽iじしF_病 棟の騒爾
今中期計画中に耐用年数が到来する昭和49年年以前の菫症心身障害、筋ジストロフィー (神経壼病含む)、 精神病棟に
ついての耐震化及び病室の広さや絞伸面の高機能化など療美環境の改善を図ることを目|うとして、平成 21年度補正予算に
おいて国立病院機構出資金が措置された。早期改善を目標とし、平成 21年度においては、51施設の設計姜託契約を行い、
うち3施設については工事契約を終了している。

5.長期療曇e者のQOL向 上のための具体的取組

(1)各病院の具体的な取組

長期療姜患者に対し、QOL向 上のため、生活に変化をもたらしたり、地域とふれあいをもてる機会を設けている。ま
た、単田になりがちな長期療美生活の良いアクセントとなるよう、各病院において、七夕祭り、クリスマス会などの季節
的行事の開催に取り組んでいる。

(2)医療ソーシャルワーカー (MSW)の 配● (再掲)
費用療養に伴い患者・家族に生じる心理的、経済的、社会的問題等の解決に早期に対応し安心して医療が受けられるよ

うにするとともに、退院後の在宅ケア、社会復帰がFl滑 に行えるよう関係機関と連携し必要な援助を行っていくためMS
Wの配口を進めた。

IM SWの 配口】
・国辛病院機構 ,44病院中   ,
,    平成 20年度 113病 院 229名  ‐ 平成 21年度 123病 院 266名
重症心身障害・筋ジス トロフィー病床を有している81病院中
平成 20年度  56病 院  106名  ― 平成 21年度  64病 院  129名

(3)食事の提供にかかるサービス向上への取組
入院生活における「食事」は、治療の一環であるとともに、患者にとっての楽しみの一つてもある。最近は、選択メ
ニューなどにより、可能な限り患者の意向を重視した形を取り入れている病院が多いが、長期療養患者については、食事
の介助が大変なことからベッドサイド又は食堂において配臓 トレーでの食事を提供しているところである.こ うした中、
年に数回、定期的に「食事バイキングJや 「ワゴンサービス」を企画することで、満足してもらえるよう、病院が一体と
なって取り組んでいる。

【食事ィくイキングを企画実施している病院】
重症′0身障害病床を有している 73病院中

平成20年度 17病院 → 平成21年度 17病院

【ワゴンサービスを企画実施している病院】
重症,い身障害・筋ジストロフィー病床を有している 81病 院中

平成20年度 26病院 → 平成 21年度 27病院



人工呼吸署の機種の標準化について、平成 18年度に取りまとめられた報告書「長期療養患者が使用する人工呼吸器の標
準化についてJを略まえ、平成 19年 4月 に、今後、長期療贅患者が使用する人工呼吸器の更新等整備を行う際には、原則
として標準 6機種の中から整備を行うこととする旨の医療部長通■を発出し、標準化を推進しているところであり、平成
21年度においては標準0機種の使用状況は57 3%と なつている.
また、筋ジストロフィー児 (者 )・ 重症心身障害児 (者 )・ ALS患者等の長期療美患者にとつて人工呼吸器は生命維持装
置であり、その装着に当たっては患者に分かりやすい説明を行うとともに、細心の注意をもつて取り扱うことが必要である
ことなら、人工呼吸器の日||や基本構造、操作時の安全管理、使用時の看護の留意点、装着に係る説明書等を内容とする「長

期療養患者が使用する人工呼吸器の取扱い手順書」を平成21年 3月 に作成し、平成21年度においてli各病院において同
手順書を運用し、安全管理体制の向上を図つた。

【説明資料】

資料 29:長期患者のQOLの 向上等 [167責 ]
贅料 30:重症心身障害児 (者 )通回事業の推進 [168買 ]
資料 31:療贅介助職の配■による効果 [169頁]
資料 32:療養介助職配■病院 [175頁 ]
資料 15:長期療姜患者が使用する人工呼吸器取扱い手順書 [84頁 ]
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平成 21年度より開始した。

INS T(栄賛サポー トテーム)研修】
臨床におけるよりよい栄養管理の実施にあたり、チーム医療での専目的役割発揮に必要な問題・課題を認臓させる

とともに、ネットワータ体制の充実と向上を回ることを目的とした研修を実施した。
・参加職種 :看豪師 14名 、案剤師 14名、出床検査技師 7名 、管理栄義± 26名  計61名
※本研修にて、NST教 育認定菫段での40時間の臨廉実地修練の単位を取得

Iがん化学療法研修】
がん化学療法に携わる各職種が専門性を発揮し、情報を共有し、それぞれの役割を果たすことで質の高い安全で安
心ながん化学療法の提供体制が構築され、医療安全対策の充実強化に栞がることを目的とした研修を実施した。
・参加職種 :医師 22名 、看護師 51名 、薬剤師 53名 、出床検査技師 6名 、管理栄養± 1名、放射線技師 3名、

心理療法■ 1名、MSWl名  ■ 138名

I輸血研修】

輸血の医療安全業務に関わる医療従事者に対して、輸血における安全かつ適正な業務を進行するために必要な専門
的知繊及びB8連職種関連携業務等を習得させ、医療安全対策の意議を向上させることで、輸血医療安全管理体制の充

実を回ることを目的とした研修を実鹿した。
・参加職種 :医師 21名 、看護師 66名 、案剤師 29名 、出床検査技師 89名  ‖205名

2.チーム医ぼの推進のための取組
チーム医療の推進のための取組として、複数の医療専門職者がそれぞれの専門性を発揮し、それぞれの立場からの提言を

互いにフィー ドパックしながら、相互に連携・協力し患者に対して最薔の治霰・ケアを行つている。        .

I複数の専門職種による協働チームの設E状況】
・ NST(栄 美サポー トチーム) 125病 院
・呼吸ケアチーム

・緩和ケアチーム

・褥籠ケアチーム

25嬌院
8病院
140病 院

ICT(院 内感染対策チーム) 137病 院
摂食・疇下サポー トチーム    36病 院
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日C計工    I     A      l
(総合的な評定)

クリテイカルバスl■実施件数が増加し、普及が進んでおり、チーム医療の推進、自

者に分かりやすい説明、医療の標準化が着実に進展している。

臨床評価指標の充実を回ることとしており、平成 21年度においては、現行の26
指標の改善を図るべく臨床評価指標の改善に関する検Ff委員会を設置し検討を行っ

た。

平成 21年 4月 より診療情報分析基盤 (MEDI ARROWS)を 導入し、DP
C病院においてDPC調 査データを活用して診療情報の詳細分析ができる体制を構桑
した。更に、検討会において、収集する診療情報の種類を特定し、息者単位のデータ
ベースとすることを決定するとともに、個人情報に配慮 し診療情報E名 1しの検討、補
颯分析システムの構築方針を定めた。

また、平成 22年 4月 には国立病院機構総合研究センター診療情観分析部を設置し、
本年度に導入する診療情報収集 分析システムにより、各病院のレセプトデータ、D
PC田査用データ等診療情報を収集・分析を行うためのデータベースを構築すること
としている。

長期患者のQOLを 向上し、質の高い医療の提供のため、疲養7/r助職の大幅な増貝
(563名 → 729名 )を行い介助サービス提供体制の強化を図つた。
医療の質の向上を目指し、NST、 呼吸ケアチームなど多くのチーム区疲の推進に
積極的に取り組んでいる。

I予  定   I   A   l
(委員会としての評定理由)

クリティカルバスについて、実施件数が増加しており中期計画に掲げた目標に向
けた着実な進展を評価する。また、EBMの 推進に向けた取組や長期療養者をitじ
めとする忠者のQOLの 向上に費する取組を評薔する.

(各委員の評定理由)
・クリティカルパス実施件数も20年度比4 73%増 と普実l_進展しており、地
域連携クリティカルパスの実施病院も53病院から65病院に増加していること
を評価する。
・クリティカルバスの総数・実施件数、地域連携クリティカルバスの推進、臨床評

価指標の充実などの EBMの 推進等、質の高い医療を提供すべく様々な取組みを
実践しており、評価できる。
・日立病院機構のように多数の病院がある機構では、EBM普 及のための研修会、
また大規模臨床治験の実施は意義があり、その努力がみられている。
・菫症心身障害者等の在宅療養支援等、長期療贅者をはじめとする患者のQOL向
上のための努力も評価できる。
・療贅介助職を大幅に増員し、配置病院も増加した。重症心身障害 筋ジス トロフ
ィーなどの老朽化した病棟の整備や長期療養患者のQOL向 上のためのきめ細か
い取laみは大いに評価できる。
・ NST(栄 養サポー トチニム)、 IST(院 内感染対策チーム)な ど、チーム医療
の推進に積極的に推進している。
・未だ日本の医療全体に於いて「チーム医療Jが名ばかりの感ある中で機構の実践
がモデルケースとなることへの期待が持てる。
・診療情報を詳細に分析するための「診療情報データベース」の構築に向けた取組
を評●Iしたい。

ボランティアとの協働による・病院を支え、守る、育てる"地域力を受け入れる
姿勢を評価する。
・患者のQOLの 向上に向け、ポランティアの受入れ増 (2病院増 )、 療養介護職の
大幅増員 (対 前年 129%)、 MSWの 配置病院数及び人員増 (対前年 116%)
など計画を上回る実績をあげた。
・臨床評価指標の拡大設定を評価する。

[数値目標]

・中期目標期間中に、クリティカルパス実施件数平成

20年度比 10%以上増
(平成 20年度 243, 729件 )

・クリティカルパス実施件数については、 255, 141件 となっており、平成 20
年度に比して 11. 412件 (4 7%,増 となってお 0)、 中期許面に掲げる日翻
の12成に向けて着実に進展 している.(業務実績 20買 参照 )

[評価の視点]

クリティカルバスの実施件数について、中期計画に

掲げる目標の達成に向けて取り組み、テーム医療の

推進、患者に分かりやすい医療の提供や医療の標準

化のため、クリティカ/● パスの活用を推進 している

か。

実績 :0
・短期間でより効果的な医療、チームIE療の実践を行うため、各病院ではクリティカ

ルバス委員会において妥当性を検討し、クリティカルバスの作成を行い、これを用
いた医療の実践を行つている。また各病院等でクリティカルバス研究会を開催して、
普及・改善に取り組んでいる.

また、地減における一貫した医療、病診連携りを推進するため地域連携クリティ

カルバスを65病院で実造した。 (業務実績20頁参照)

臨床評価指標の充実や日立病院機構の ネ ッ トワー ク

を活か したエ ビデンスに基づ く医療 を奏殴 している

力、

実績 :O
。「臨床評価指標の改善に関する検討委員会,を設置し、エビデンスレベルの高い珍
療が行われているのかを聞うプロセス指標中心の構成とする臨庁評価指標とし、そ
の活用により国立病院機構全体の診療レベルの底上げを回ることを目的とする検討

を行つた。

なお、新指標が対象とする疾病領域lt、 がん、循環器等の急性期系の概崚 (17
領城)、 重症心身障害、神経 筋等のセーフティネット系の領城 (5領城)に加え、
医療安全、高齢者医療等の疾病横断的領城を設けることとし、 131の 指標案をと
りまとめた。 (業務実績 21買参照)

潤、公表の他、その充実のため、改善検討委員会を設置し検討を進めるなど中期
計画達成に向け努力 しており、評価できる。

重症′き身障害児 のヽ通回事業の推進を評価する。

前年度の「SJ評価を各項目で着実に上回つておりSと 評価するのが妥当.

(その他の意見)

機構総合研究センター診療情報分析岬の設置による今後のシステム、体制整備に

大いなる期待が寄せられる.

・医療の質の向上のため、診療情報データベースを早

期に確立し、民間を含めた利用促進に向けて適切に

取り組んでいる力、

ボランティアの積極的な受入等や障害者自立支援性

の動向を踏 まえた療美介議事業体‖の強化などによ

り、長期療義者の00L向 上に取り組んでいるか。

菫症t,II害 児 (者 )等の在宅支援が進晏している
か .

・菫症心身障害、筋ジス トロフィーなとの老t5化 し

病棟を計画的に整備しているか。

各病院がチーム医療の推進等により、資の高い医療

を効率的に提供しているか。

実績 :0
・平成 21年 4月 より診療情報分析基盤 (MEDI ARROWS)を 導入し、

院においてDPCデータを活用して診療情報の詳細分析ができる体嗣を構築した。
また、平成 22年 4月 には国立病院機構総合研究センター診療情報分析部を設置
し、本年度に導入する診療情報収集 分析システム

`■

より、各病院のレセフトデー

夕、DPC諄 査用データ等診療情報を収集 分析を行うためのデータベースを
することとしており、平成 21年度はこれに必要な、データの情報収集方法の特
とシステム 体需の検討を行つた。 (業務実績 22頁参照)

実績 :0
・ボランティアを受け入れている病院は 138病院 (平成 21年度より2病院増,に
上り、■症心身障害児 (者 )患者等の日常生活援助、遊び相手、おむつたた
事の支援等を行つていただいており、長期療姜患者のQOL向 上の一助を担つてt
ただいている。 (業務実績 23買参照)
.質の高い医療の提供のため、療奏介助職の大幅な増員 (563名 → 729名 )を
い介助サービス提供体制の強化を図つた。 (業務実績 23頁参照)
また、呼吸器補助を必要とする長期療姜者に不可欠な人工呼吸器 こついて、

全対策上に関わるリスクを軽減し、より快適な療美生活に葉がる機種への標準化を

行うため、標準 6機種への絞込みを行つていくこととし、平成 22年 3月 現在で
用状況は57 3°/vと なっている。 (業務実績 25頁参照 )

実績 :0
・■症心身障害児 (者)等の在宅医療を支援するため、通回事業等を推進しており、
A型は4病院、B型は24病院で実施している。 (業務実績 23頁 参照)
・都道府県が実施している■症饉病患者入院施設確保事業について、2●
病院、 53病院が協力病院の役割を担うなど、地厳の在宅支援ネットワーク
カを行つている。 (業務実績 23頁参照)

実績 :O
・老75化 した病棟を有する51施設において段計委託契約を行い、うち3施設におヽ
ては工事契約まで終了し、計画的に整備を進めている。 (業務実績 24責 参照)

実績 :O
・医療の質向上を目指し、コメディカル職員の専門知臓の強化、チーム医

授 (チーム医療推進のための研修)を平成 21年度より開始 し、NST(栄 姜サ
ポー トチーム)研修については61名 が参加、がん化学療法研修については 138
名が参加、輸血研修については205名 が参加した。
なお、各病院においては、複数の医療専門職者がそオヽぞ1■の専門性を発揮し、そ
れぞれの立場からの提言を互いにフィー ドバックしながら、相互に連携・協力し

者に対して最替の治療・ケアを行い、NST(栄贅サポー トチーム)、 呼吸ケアチー
ム等多くのチーム医療が実践されている。 (業務実績 26頁参照)
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地域連携クリティカルパ

ス実施病院の増加や紹介率、

逆紹介率の向上など地域の

医療機関との連携・強化を
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などに対応する。
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ての機能強化を図るための
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(4)個 別病院に期待される機能の発揮等

① 医療計画を踏まえ地域医療ヘー日の貢献
1.地域連携クリテイカルバス (地域連携′マス)への取組 (百掲)
病院から在宅医療まで一貫した地域連携による医療を実践するために、地域の医療機関と一体となり地域連携クリティカ

ルパス実施のための取組を行つた。

地域連携パスによる医療を実践している病院は6,病院あり、大胆骨顕部骨折、脳卒中●を対像としたパスを実践した。

【地域連携パス実施病院数】                                 .
平成 20年度 53病 院 ‐ 平成 21年度 65病院

【地域連携パス実施件致 (平成 21年度)1                     ヽ

大臓↑項部■折        1,o92件
脳卒中            2,124件

2.紹介率と運紹介率の向上
各病院平均の紹介率は 55 0%、 平成 20年度に比して1 1ポィント増となっている。また、各病院平均の逆紹介率
は44 1%、 平成20年度に比して 1_ 4ポイント増となっている。

紹介率  逆紹介率
平成 20年度 53 9・/. 42 7%
平成 21年度 55 0・/. 44 1%

3 地域医療支援病院の増加
平成 21年度中に、新たに 7病院 (栃木病院、西群馬病院、神奈川病院、まつもと医療センター (松本 )、 東広島医療セ
ンター、大分医療センター、都城病院)力

`地
域医療支援病院の指定を受け、合計 40病院が地域医療支援病院としての役割

を担うなど、地域医療への取組を一層強化 している。

平成 20年度 33病院 ‐ 平成 21年度 40病 院

4.地域医療への取組                                              ・

平成 18年の医療法改正により、都道府県が作成する新医療計画において4疾病 5事業等が位置付けられることとなった
ところであるが、日立病院機構関係者が都道府県の医療協議会等へ参加し、医療計国の策定に貢献することなどにより、地

域医療への取組を推進している。

また、平成 21年度第 1次補正予算において、地域の医師確保(教急医療の確保など地域における医療蝶題の解決を図る
ため、各都道府県が策定した「地域医療再生計画」において、地域における中核病院としての機能強化を図るなどの計画に
13病院が参加することとなった。

【各都道府県における医療連携体制について検討・討議するために設置される委員会等への参加状況】
・都道府県医療対策協議会等 平成 20年度 30病院 → 平成 21年度 36病院
・地域別 疾患別の委員会● 平成 20年度 45病院 一 平成 21年度 82病院

:各都道府県の医療計日における4疾痛 5事業にかかるれ載状況 (平成 22年 1月 末現在)】
・ 4疾病 :がん73病院、層卒中86病院、急性心筋梗塞 56病院、糖尿病 51病院
・ 5事業 :救4_医療 98病院、災害医療48病院、へき地医療 10病院、周産期医療26病院、小児救急医療 66病院

平成 18年に成立した 『がん対策基本法」及び同年に出された「がん診療連携拠点病院の整41に 関する指針」等による国
のがん医療の均てん化推進方策に協力するため、がん医療を担う診療従事者の配菫や患者への情報提供体制等を整備した結

果、平成 21年度は3病院が都道府県うSん診療連携拠点病院として、31病院が地減がん診療連携拠点病院として指定され
ており、地域における質の高いがん医療の拠点整備に貢献した。

都道府県がん診療連携拠点病院  平成20年度 2病院 → 平成 21年度 3病院
地域がん診療連携拠点病院    平成20年度 31病院 → 平成 21年度31病院

6 助産所の嗜託医療機関としての協力
平成 18年の医療法改正により、分挽を取り級う助産所の開投者は分娩時等の異常に対応するため、嘱託医師については
産科又は産婦人科を担当する医師を嘱託匡とすること、及び嘱託IE師による対応が困難な場合のため、診療科名の中に産科

又は産婦人科及び小児科を有し、かっ、新生児
への診療を行うことができる病院又は診療所を確保することときれた。

平成 22年 3月 末現在、嘱託医療機80(嘱 託医師を含む)と して 11病院が●力している。

7 政府の国隠緊急援助隊医療チームヘの参加
平成 22年 1月 13日 に発生したハイチロ地震被書に対する政府の国鰊緊急援助隊医療チームヘ、日立病院機構の職員 1
名 (災害医療センター・放射線技鰤)力

'お
加し、救援活動を行つた。

8.災書医療従事書研修会の実施薔       
｀

(1)日立窮Ell構主催の研修

木都主催の「災害医療従事者研修会」を災害医療センターにおいて実施し、災害拠点病院あるいは救命救急センターを有
する日立病院機構の医師、看議師等を中心とした職■ 90名 が参加した。
また、プロック事務所においても、管内の医師、看護師、事務職員等を対魚に災害医療研修等を実施した。

1本部主催研修】                   【プロック主催研修】

平成 20年度 90名  → 平成 21年度 90名   平成 20年度 127名  → 平成 21年度 129名

(2)厚生労働省主催の研修
災害医療センターにおいては、厚生労働省医政局から委託を受けた「日本DMAT隊 員賛成研修」を実施し、都道府県
から推薦された107病院 535名 が

'加

した。

平成 20年度 119病 院 475名 ― 平成 21年度 107病 院 535名

また、大規模災害発生時に被災地域内の災害現糧、患者が集中した災害拠点病院や広城医療搬送拠点年において、お集
した災害派遣医療チーム (DMAT)を 有機的に組織し、指椰・命令を行うとともに、消防、自衛隊、自治体災害対策本
部等関係機関との口整などを適切かつ逮や力ヽ こ行 うDMAT繊 括者を贅成することを目的として、厚生労働省医攻局委籠
事業である「統括DMAT研 修Jを災害医療センターで実施し、36都道府県より107名 がおカロした。

平成 20年度 41都 道府県 99名 ‐ 平成 21年度 36郷 道府県 107名

なお、日立病院機構においては、 21病院でし0斑のDMATを 有しており、災害発生時には迅速な対応を可能として
いる。

(3)そ の他

内閣府が主催する政府の総合防災鵬練 (広壊医療搬送実働闘練)へ災害医療センターより職員を派遣した他、自治体、
消防、警察等が主催する災害籠連酬練へ職晨を派遣する等の協力を実施して,ゞる。
また、一般市民やポランティアを対象とした災害関連の展示、表急処置法等のイベントの実施、地域の医師会会員●^
の救急蘇生・AED鱗 習会年を実菫している.



新型インフルエンザA(HlNl)発 生時の我が国における水際対策として、平成 21年 4月 26日 に厚生労働省よリメ
キシヨ直行使に対する検疲強化の通わが発出され、厚生労働省の要請に基づき、5月 1日 力・ら6月 21日 までの間、成田空
港を始めとする全国8カ所の検疲所及び停留施設ヘロ立病院機構の 55病院から医師237名 、看護師 282名 を他の機関
に先んして迅速 /1・つ継続して派遣し、国の検疫体制に大きく貢献した。

また、医療体制の整備として、各都道府県の要請等に基づき、 53病 院が発熱外来を開設し、発熟相談センターから紹介
された新型インフルエンザ疑い患者等の診豪に当たつた。

0.救籠 小児散急患者の受入数
救急患者の受人数については、平成 19・ 20年度においては減少していたが、平成 21年度について l■、 593, 235
件 (う ち小児散急患者数 161,443件 )であり、 20年度に比し28, 4041■の増 (う ち小児散急患者数は
21, 677件 の増)と なっている。
また、平成 21年度の牧急受診後の入院患者数は、 153, 433件 (20年度 149, 008件 )、 救急車による受入

数は 134, 189件 (133, 900件 )であり、 20年度に比しそれぞれ増となっている.引 き続き、自治体や一次散
急医療機関との緊密な連携のもと、地域の歓急医療体制の中での目立病院機構としての役割を適切に果たしていくこととし

ている。

【救急患者受入数】

平成 20年度 564, 831件 (う ち小児救急患者数 139, 766件 )
平成 21年度 593. 235件 (う ち小児救急患者数 161, 443件 )

:救急受診後の入院患者歎】

平成 20年度 149, 008件 (う ち小児救急患者数 20, 289件 )

平成 21年度 153, 433件 (う ち小児救を患者数 24, 260件 )

【救急車による受入数】

平成 20年度 133, 900件 (う ち小児救急患者数  9, 461件 )

平成 21年度 134, 189件 (う ち小児歓急患者数 10, 822件 )

1.地域のニーズに応した救急医療体制の強化

(1)地域医療体制の強化
地域のニーズを踏まえて、二次敏急への取組も充実させており、平成 21年度は 17病院において救命救急センターを
設置するとともに、これまで二次救急医療機関で受け入れていた救急患者を一次敏急医療機関で受け入れるなど地域の数
急医療体制が整備されるなか、より■篤な患者の受け入れを積極的に行うなど、地域の救急医療体制強化に大きな貢献を

している。

また、24時間の小児枚急医療体制を敷いている病院は 16病院、地域の小児軟急輪番に参加している病院は39病院
となっており、引き続き体制強化を行っているところである。

さらに、消防法の改正に伴い、傷病者の搬送及び受入の実施に||する基準が定められ、消防機関ごとの医療機関を分壊
十る基準を定めるリストを作成することとされた。平成 22年 3月 末までに 5都道府県においてリス トが作成されており、
10病院 (栃木病院、宰部宮病院、東京医療センター、災害医療センター、金沢医療センター、高松医療センター、善通
寺病院、香川小児病院、鹿児島医療センター、指宿病院)が記載され地域の歓急医療体制に重要な役割を果たしている.

24時間小児救急医療体制 駒戎20年度 17病院 ｀ 平成 21年度 16病院
小児救急輪番       平成 20年度 38病 院 → 平成 21年度 39病院

(2)地域の紋急医療体制への協力
自治体等が主導して地域全体で散急医療・小児救急医療体制を構築している地域において、国立病院機構の病院から、
市町村や地域医師会が運営する休日・夜間の小児急患センターに対して医師を派遣するなど、地域の医療ニーズに応えた

菫要な役割を果たしている。

(3)重症′心身障害児 (者)病棟等におけるNICUの 後方支援病床としての機能強化
■症心身障害児 (者 )病棟等におけるNICUの 後方支援病床としての機能強化を図る取組につ 0ヽては、平成 21年度
日立病院機構共同臨床研究により、書川小児病院において「菫症′心身障害病棟における高齢イヒと医療および pO“Mcu導
入における問題点と課題,の研究を開始した。

要護努二墓I羮撮ttF研
究滝設を中心にケーぅ

スタデイ~調査、日産期医療施設を有する病院の pOs,NCUに 対する必

また、平成 22年度には引き続き研究を継続 し、日立病院機構内における■心麓設のあり方と病院連携を提言すること
としている。

14)ド クターヘリ、防災ヘリによる診療状況
長崎医療センターでは、従来より自治体の防災ヘ リによる患者搬送の受入れを行ってきたが、平成 18年度からは病院
に駐在する県の ドクターヘリによる医療を行い、離島や敏急車による搬送が困難な地域への医療提供を担っている。

Oドクターヘリによる診療活働
稼働回数 平成 20年度 :462回  → 平成 21年度 :503回
・病院側の診療体制 : 医師4名 、看議師 8名 のフライ トチームを組み診療を実施している。
※これ以外にも海上自衛隊のヘ リコプターによる診療活麟 86回

また、水戸E療センター、災害医療センター、南和歌山医療センター、関門医療センター、九州医療センター、熊本医
療センター、,1府医療センタースびに野医療センターにおいても自治体の所有する防災ヘリ等のヘリコプターによる忠者
搬送時の医師等の同乗や搬送された患者の受入れを行つている。
なお、関円医療センターにおいては、平成21年度に新たにヘリポートを設置し、受人体制を構築した。

I税明資料】

資料 22:jEt連携クリティカルバス実施状況 [138賣 ]
資料 33:地域医療ヘー層の取組 [176貫 ]
資料 34:地域医療支援病院一覧 [180頁 ]
資料 35:がん診療連携拠点病院一覧 [181買 ]
資料 p6:災宙等における活動 [182貫 ]
資料 37:災害医療研修の実施 [183貰 ]
資料 38:新型インフルエンザに関する検疫所・停留施設への応援実績 [184賣 ]
資料 39:救急医療・小児救急医療の充実 〔185買 ]
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② 政策医療の通切な実施
地域医療への一層の貢献

とともに、これまで担って

きた政策医療について、引
き続き適切に実施すること

によリセーフティーネット

としての機能を果たす。

に、以下に掲げる事項に

いて一層の推進を回るた

の取組に着手する。

また、既存の政策医療ネ

討会などによりその構成を

見直し、再構築し、国

度専門医療センターと

切な連携を図りつつ、

性の向上を図るための

に着手する。

【重症心身障害、筋ジネ トロ

フィーをはじめとする神経
・ 筋疾患】
・ 重症 .さ身障害病棟にお
けるNICUの 後方病床
としての機能強化
・ 障害児の療育環境の向
上及び障害者自立支援法

に基づく療義介護事業の

体制の強化など

I精神科医療】
・ 心神喪失者尊医療観察
法に基づく医療の実施
・ 身体合併症、発達障害、
薬物・アルコール依存、

難治性精神疾患への対応

精神科急性期医療

対応 など
【結核医療など】
結核との重複疾患

対応
・ 薬剤耐性結核への対応

ントワ~ク については、

新型インフルエンデ

策の実施 など

1 菫症心身障害児 (奮)の在宅療螢支援 (再掲)

(:)通回事業の推進

重症心身障害児 (者)等の在宅療養を支援するため、通口事業等を推進しており、B型通ロネ業については 24病 院
実施しているほか、A型通回事業についても4病院で実施している。

A型 平成 20年度  3病院 → 駒喰21年度  4病 院
B型 平成 20年度 25病院 → 平成 21年度 24病 院

(2)在宅療養支援の取la     l
重症難痛患者が適時に入院できる体制及び在宅療養提供体制を整備するために都道府県が実施している重症難病患者入

院施設確保事業について、2鋪 院が拠点病院、 53病院 (平成 21年 度は3病院増)力
`協
力病院の役割を担うなど、地

域の在宅支援ネットワークヘの協力を行つてtヽる。

拠点病院 平成20年度 24病院 → 平成21年度 24病院
協力病院 平成20年度 50病院 → 平成21年度 53病院

2.菫症心暑陣書帰 (者 )病棟等におけるNICUの後方支援病床としての機能強化 (再掲)
菫症心身障害児 (者)病棟等におけるNICUの後方支援病床としての機能強化を回る取組については、平成21年度国
立病院機構共同臨庁研究により、■川小児病院において「童症心身F4害病棟における高齢化と医療およ3pOst― NICu導入に
おけるF・1題点と課題Jの研究を開始した。
平成21年度は、分担研究施設を中′しヽにケーススタディー調査、局産期医療施設を有する病院のpost NICUに 対するZ、要
度の調査を実施した。
また、平成22年度には31き続き研究を経綾し、日立病院機構内における重心施設のあり方と病院連携を提言することと
している。

3.障害者自立支援法施行に伴う療姜介助■の増員による介護サービス提供体制の強化 (再掲)
平成 18年 10月 の自立支援法蔵行により、30病院が療美介護事業者となっており、対象病棟の対象患者に対する
の療養介le計画書を作成したり、療養介助職を増員するなどして、サービスを充実させている。

また、患者の多様な要望に応してケアの充実を図るため、看護師の指示の下、入浴、食事、JHIt等のポディータッチを

とした療義介助職を重症.0身障害・筋ジストロフィー病棟のみならず、神経難病病棟を含め729名増員し、長期療姜
のQOLの基本である日常生活のケアに関する介助サー ビスの提供体網を強化した。

【療養介助職配こ数】

平成 20年度 49病院 563名  → 平成21年度 53病院 729名

(1)医療観察法病床の主導的整備
平成 21年度末時点現在の全国の指定入院医療機関は21か所 (497床 )であるが、 うち日立病院機構の病院が 12
力新 (366床 )と 全病床の 73 4・/Oを 占めるという状況となっている.ま た、久里浜アルコール症センタ‐では、
床不足による国の強い要請に応え、専用病棟の崚工以前の暫定病棟を緞置・開棟 t病床確保に協力している。

【平成 21年度末時点の医療法観察法病棟開棟病院・・・ 12病院】
(花巻病院、東尾豪病院、肥前精神医療センター、北陸病院、久里浜アルコー′レ症センター、さいがた病院、

小諾高原病院、下総精神医療センター、琉球病院、菊地病院、‖原病院、賀茂精神医療センター)

なお、平成 22年 3月 には、魔球病院において 12ホを増床し、また、平成 22年 度の開棟に向けて、松輌荘病院及
鳥取医療センターの 2病院は施設・体制整備を行った。

・目立病院機構における指定医療機関数及び病床数

病院数        痛床数       病床占有率
平成 21年 3月   12病 院 (16病院) 353床 (441床 ) 80 0%
平成 22年 3月   12病 院 (21病院) 365床 (497床 ) 73 4%
(注)括弧内は全国の数値

(D薬物・アルコール依存、精神科急性期医療への対応
精神科医療を中心に担う病院においてltt長 期入院する患者を中心に地域移行尋を進め、急性期医療の機能強化を図
とともに集楊・アルコール依存をはじめとする沼療困難な患者の受入れを行つている。
久里浜アルコール症センターにおいては、厚生労働■力ヽらの萎託を受け rァルコール依存症鷹床匡等研修」を実施して

おり、平成 21年度においては192名 が参加し、我が日のアルコール関連問題対策に貫献している^

:研修参加者】
医師 38名、保健師 看護師 93名、精神保億福祉士・菫床心理技術者等 61名

また、精神科救急についても積極的に受け入れを行っており、平成 21年度においては 27病院で22, 099人
急患者の受け入れを行つた。

5.贅の■い結核医療の実施

(1)我が目の結核医療における日立病院機構の役割

結核医療は、日立病院機構で担う政策医療の重要な一分野であり、結核病床を有する53病院 3, 223床 において全
国の結核入院患者の46 39Cを 受け入れ治療を提供した。
また、日立病院機構の病院は、すべての都道府県で結核の入院医療機関として指定されており、ほとんどの都道府県に

おいて最も病床規模が多く、多剤耐帷結核など比較的難3度の高い結核に対応している。

多用耐性結核入院患者歎  平成21年度 63 7人  (1日 当たり)



(2)結核病床の効率的な運営

結核病床についてlt、 結核の入院患者数及び病床利用率は低下傾向にあることから、効率的な病棟運営のため、複数あ

結核病棟を保有している病院においては、病棟の休棟または廃上、また、単一の結核病棟を保有している病院においては、
l.L核病床を一部削減の上、一般病床とのユニット化を行うなどの取組を進めている。

平成 21年度においては、 1饂病棟 (50床 )を休棟により集約したにか、一般病床とのユニット1ヒ も1‖ (30床)実施
した。

平成 20年度     平成 21年度
延入院患者歎 朧 ) 664,667人  ‐ 533. 886人
病床利用率 (結核)     58 7% ‐    57 4%

6.がん対策医療への取組 (再掲)
平成 18年 に成立した「がん対策基本法J及び同年に出された rがん0療連携拠点病院の整備に関する指針」等による国
のがん医療の均てん化推進方策に協力するため、がん医療を担う診療従事者の配置や患者への情報提供体制等を整備した結
果、平成 21年度は 3病院が都道府界がん診療連携拠点病院として、 31病院が地域がん診療連携拠点病院として指定され
ており、地域における質の高いがん医療の拠点整備に貢献した。

都道府県がん診療連携拠点病院  平成 20年度 2病院 → 平成 21年度 3病院
地域がん診療連携拠点病院    平成 20年度 31病 院 ‐′平成 21年度 31病院

7 政策医療ネットワークの活動性の向上
平成 21年度においては、各研究分野において最も活動実績の高い病院をグループリーダーとし、一定の高い実績を有す
る病院をメンパーとする21分野の研究ネットワークグループを構築し、今後、このネットワークグループを中心に日立病
院機構のネントワークとしての活動性の向上を図つていくこととしている。
また、日立吉魔専門医療センターとの連携については、菫症心身障害、筋ジストロフィーを始めとする共同研究へのお画、
HIV感染症研修の共同開催や、日立病院機構が|1催する研修への参加など、適切な連携を図つている。

【説明資料】

資料30:菫症心神障害児 (者 )通回事業の推進 [168貢 ]
贅料 31:療贅介助職の配置による効果「169貫 ]
贅料 32:療養介助職配置病院 [175頁 ]
資料 35:がん診療連携拠点病院一覧 [181頁 ]
資料40:日立病院機構のネットワーク [186買 ]
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③ 重点施策の受けmと なる
モデル事葉の実施

国の医療分野における重
点庵策については、その受
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を策定する。

③  重点施策の受 け皿 となるモデル事業の実施

.新型インフルエンプヘの対応について

(1)危機管理対応 (再掲)

新型インフルエンザA(HlNl)発 生時の我が国における水朦対策として、平成 21年 4月 26日 に厚生労働省より
メキシヨ直行便に対する検疫強化の通知が発出され、厚生労働省の要請に基づき、 5月 1日 から6月 21日 までの間、成
田空港を始めとする全国 8カ所の検疫所及び停留施設ヘロ立病院機構の 55病院から医師 237名 、看議師282名 を他
の機関に先んじて迅速かつ継続して派遣し、国の検疫体制に大きく貢献した。
また、医療体制の整備として、各都道府県の要請等に基づき、 53病院が発黙外来を開設し、発熟相談センターから紹
介された新型インフルエンザ疑い患者等の診察に当たった。

(2)日の新型インフルエンザフクチン政策べの貢献
新型インフルエンザA(HlNl)ワ クチンが、国民を対象に接種されることに先立ち、厚生労働省の姜議を受けて、
平成 21年 9月 に健康成人200人 を対象とした医師主導治験、同年 10月 にlt約 2万 2千人を対象に安全性の調査を実
施し、短期間に精度の高いデータをとりまとめた。また、小児 (生後6ヶ 月以上 13歳未満)360人 を対象に出庁試験
を実施するなど複数の臨床試験・調査を実施した。これらにより、フクチンに係る有効性・安全性の評価が可能となり、
フクチン接種回数や方法の決定に二要な役割を果たした。

I説明資料】

資料41:新型インフルエンザA (HlNl,ワ クチンの臨床研究 [187買 ]



:鮮僣項目4 鰺蒙事業 (4)● BIl澪擁にお●される●鸞の発揮
亭1

自己澪定    i      S      I
(総合的な評定)

全国の地域医療支援病院 287病院 (平成 22年 3月 末現在)の うち、日立病院機
障の病院が平成

'1年
度において 7病院拡大し、25都府県において40病院 (14

%)指定されるなど、地域医療への取極を一層強化し、地域医療に大きく貢献してい
る。また、地域における一貫した医療、病診連携等を推進するため、地域連携クリ

ティカルバスは 53病 院から65病 院に 12病 院増加 し、紹介率 55 0%
(■ 1 1ポイント)・ 逆紹介率44 1%(+1 4ポ イント)、 救急患者の受入数

593,235件 (+28, 404件 )についても着実に増加するなど、地域医療ヘ
の取り組みを積極的に推進している。

他の設置主体では必ずしも実施さオしないおそオしのある医療については、機構が占め

る全国の病床シェアが3 5%の ところ、心神喪失者等医療観察法病床の 73 4°/.、
筋ジストロフィー専門病院の専円病床の 95 5%、 重症心身障害病床の 38 2%、
結核病床の 39 1%を 担っており、政策医療のセーフティネットとしての重要な役
割を果たしている.

また、精神科救急についても積極的に取り組み、22, 099人 の精神科牧急患者
の受け入れを行つた。久里浜アルコール症センターにおいては、厚生労働省からの委

能を受け『アルコール依存症臨床E等研修Jを実施しており、我が国のアルコール関
連問題対策において中心的な役割を果たしている。

日立病院機構における災書拠点病院は、災害医療センターをはじめ全国に 17病院
(基幹災書慧 病院4病院、地域災害拠点病院 13病院,力

'指
定さitており、各都道

府県の災害医療対策に大きく寄与している。特に、災害医療センターにおいては、我

が国における災害医療の専門医療機関として厚生労働省からの委託を受け「日本DM
AT隊員養成研修Jや 「統括DMAT研 修Jを実施し、我が国の災害発生時の医療支
援対策を担っている.

平成 21年度においては、新型インフルエンザの発生による国家の危機管理に対応
するため、厚生労働省の要請に基づき、検疫所等への 55病院から医師 237名 、■
譲師 282名を他の機関に先んじて迅速なつ継続して派遣し、国の検疲体制に大きく
貢献しF_
また、新型インフルエンザA(HlNl)ワ クチンに開して、厚生労働省の要請を
受けて臨康研究を迅速に実施し、接種回数決定の判断に必要なエビデンスを提供する

など:ワ タチンに係る有効性・安全性の情報収集において重要な役割を果たした。

評  定   I    S   I
(委員会 としての評定理由)

地域連携クリティカルバスの実施や紹介串・逆紹介事の着実な向上を評価する。

また、ガヽ児救急を含む紋急医療について、枚急受診後の入院患者数が増加するなど

機構の役割を達切に果たすとともに、新型インフルエンザ発生時における職員の派

遣年や心身喪失普等医療観察法に基づく整備等の政策医療も適切に実施 している。

以上の実績および取組について高く評価する。

(各委員の評定理由)

地域医療支援病院を前年度 33病院から7病院増加し、40病院とした。また、
地域連携クリティカルパスの実施病院数や、紹7/1率 ・逆紹介率など、地域連携を

示す指標は向上しており、大いに評価できる.

地域連携バス のヽ取組や地域医療支援病院が増加してきていることも評価できる

が、21年度は新型インフルエンザに対して国立病院機構が総力をあげて貢献さ
れたことは大変高く評価する_
・今後の日本の医療の要ともなる地域連携に対する積極的かつ果敢な取り組みとそ
の実績を評価する。
・現在最も求められている地域医療の推進をさらに積極的に推進している。
・全国の病床のうち、心神喪失者等医療観察法 73 4%、 筋ジストロフィー 95
5%、 重症心身障害38 2%、 結核 39 1%を 目立病院機構が占め、政策医
療のセーフティネットとして重要な役割を果たしており、精神科歓急の受け入れ

も積極的に取り組んでいる。
・心神喪失者等医療観察法に基づく医療をはじめ、他の設置主体が実施しない医療

を積極的に取り組んでいることは、評価できる。
・政策医療についても機構の最重要ミッションとして、適切に実施している。

新型インフルエンザの発生による国家の危機管理にも他の医療機関に先して迅速
かつ維続して医師等を派遣しており、国の検疲体制に大きく貢献したことは高く

評価できる.

・新型インフルエンザ発生時にlt、 全国の検疲所等‐ヽIE師・看議師を派遣し、新型
インフルiンザワクチンにういての大規模臨床試験・調査に協力するなどにより、
わが国の迅速なインフルエンザフクチン政策に寄与したことは大いに評価てきる。

[数値目標]  ｀
・中期目標期間中に平成 20年度比5%以上増
紹介率

(平成 20年度 53 9%)
逆紹介率

(平成 20年度 42 7%)

紹介率lt平成 20年度比 1 1%増 (55 0%)、 逆紹介率は平成20年度比
1 4r/.増 (44 1%)と なっており、中期計画に掲げる目標の達成に向けて着
実に進展している。 (業務実績29頁参照)

入院患者教も増力0し ており、重症な救急患者への取ltみ もを実に行われている

とがうかがえ、救急医療の貢献について評価したい。
4疾病 5事業への積極参加を評価する。
地域医療再生計画 のヽ参画を評価する。

日本DMAT隊 員姜成研修や続括DMAT研 修の実施を評価する。

中期目標期間中に平成 20年度比 50/.以上増
救急車による受入数

(平成 20年度 133,900件 )

牧急受診後の入院患者数

(平成 20年度 149, 008件 )

救急車による受入数は平成 20年度比 289件増 (0 2%)、 救急受診後の人院
患者敷は平成 20年度比 4, 425件増 (3 0%)と なっている。 (業務実績
31頁参照)

・地域医療ヘー層の貫献のため、地域連携クリティ
ルバス実施病院の増加や紹介宰、逆紹介率の向上

ど中期計画に掲げている目標の達成に向けて取り組

み、lL城医療連携の強化を図るとともに、医療計画

を踏まえ積極的に 4疾病 5事業に取り組んでぃる

・日立病院機構のネットワークを活かして、災

医療支援や地域医療支援などに適切に対応している

小児棋急を含む敦急医療について、中期計目に

ている目標の達成に向けて取り組み、より

者を受け入れるという日立病院機構に期待さオヽてι

る役割を果たしているか。

菫症心身障害児 (者 )病棟等におけるNICUの 後
方支援病床としての機能強化に取り組んでいる力、

地域における一貫した医療、病診連携等を推進するため地域連携クリティカルバス

:'5鋪院から65病院に 12病院増加した。
また、紹介率Iユ平成20年度比1 1%増 (55_0%)、 逆紹介率は平成20
年度比 1 4%増 (44 1°/.)と なつており、中期計●Iに掲げる
けて着実に進展している。

なお、各都道府県の医療計画における4疾病・ 5事業にかかる記載状況は、
・ 4疾病 :が ん73病院、脳率中86病院、急性心筋梗纂 56病院、糖尿病 51

病院
・ 5事業 :救急医療 98病 院、災書医療 48病院、へき地医療 10病院、周産期

医療46病院、小児救急医療 66病院
となつており、積極的に 4疾病・ 5事業に取り組んでいる。(業務実績 29貢参照)

実績 :〇

平成22年 1月 13日 に発生したハイチ園地震被書に対す
医療チームヘ、日立病院機構の職員 1名 供 容医療センター・放

"線
技師)

し、教授活動を行つた。 (業務実績 30頁参照)
。新型インフ′レエンザA(HlNl)発 生時の対応として、厚生労働省の要請に基
き、5月 1日 から6J121日 までの間、威田空港を始めとする全国 8
及び停留施設ヘロ立病院機構の55病院から医師237名 、看議師282名
して派遣し、口の検疫体制に大きく貢献した。       、
また、こ療体網の整備として、各都道府県の要請等に基づき、 53病 院が発熱外
来を開設し、発熟相談センターから紹介された新型インフルエンザ疑い患者等の診

察に当たった。(業務実績36責参照)

実績 :O
・歓急受診後の入院患者数は平成 20年度比4,425件 増 (3 0%)と なつてお
り、より■篤な患者を受け入れるという日立病院機構に期待されている役飢を果た

している.(業務実績 31頁参照)

・日立病院機構共同臨床研究により、「重症心身障害病棟における高齢化と医療およ

びpost― NIm導入における問題点と瞑題Jの研究をJI始した。また、
を中心にケーススタディーロ査、周産期医療施設を有する病院のpOst― NICUに 対す

る必要度の口査を実施した。 (業務実績 33頁摯凩)



・結核やエイズをはじめとする感染症や重症,と、身障害、

筋ジス トロフィーをはじめとするII経 筋疾患、精
神科医療など他の設置主体では必ずしも実施されな

いおそれのある医療について、政策医療ネッ トワー

クを活用して適切に実施しているか。

。日立高度専門医Itlセ ンター (国 立高度専門医療研
センター)と の適切な連携を図っている力、

国の医療分野における重要政策の受け皿となるモ

ル事業を積極的に実施しているか。

・重症心身障害児 (者 )等の在宅療姜を支援するため、通園事業等を推進 しており、
B型通回事業については 24病院で実施している|=力、 A型通回事業についても4
病院で実施し、都道府県が実施している重症難病患者入院施設確保事業について

24病院が拠点病院、 53病院が協力病院の役割を担うなど、地域の在宅支援ネッ
トワークヘの協力を行つている.(業務実績 33買参照)
・結核医療は、日立病院機構で担う政策医療の重要な一分野であり、結核病床を有オ

る53病院 3, 223庁において全国の結核 入院患者の 46 3%を 受け入れ
を提供 した。また.日立病院機構の病院は、すべての都道府県で結核の
閥として指定されており、ほとんどの都道府県において最も痛床規模が多く、多
●j性結核など比較的難易度の高い結核に対応している。 (業務実績 34頁参照)
・重症心身障害、筋ジストロフィーを始めとする共同研究への参日、HI
修の共同開催や、日立病院機構が開催する研修‐ヽ日立高度専「 ,医療研究センター

職員の参加など、適切な連携を図つている。 (業務実績 35頁参照)

実績 :0
・菫症4心身障害、筋ジストロフィーを始めとする共同研究・ のヽ歩口、HI
修の共同田4Lや、日立病院機構が開催する研修・ヽ 国立高度専門医療研究センター

職員の参加など、適切な連携を回つている。 (業務実績 35頁参照)

実績 :〇

・新型インフルエンザの対応として、厚生労働省の要請に基づき、全国8カ所の検
所及び停留施設 日ヽ立病院機構の 55病院から医師 237名 、看護師282名 を
の機関に先んして迅速かつ継続して派遣し、国の検疫体需に大きく貢献した。また、

新型インフルエンザA(HlNl)ワ クチンに問して、jr生労働省の要請を受け
臨ホ研究を迅速に実施し、被種回数決定の判断に根拠を与えたほか、ワクチンに

る有効性 安全性の情報収集において重要な役割を果たした。 (業務実績 36賣
照)
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政燎医療ネットワークな活用し

実施する。

0た めのエビデンスづくりのに違

臨床研究事業

(1)ネ ッ トワークを活用した
EBMの ためのエビデンス
づくりの推進

① 一般
“

床に役立つ臨床研

究の推遭

日立璃院機構の生目的な

ネ ットワークを活用した独

自の研究であるEBM推 進
のための大規模臨廉研究に

ついては、平成 16年度、
平成 17年度及び平成 18
年度に擦択した課題の一部

の研究においては、得ら11

た成果を学会 論文などて
発表 し、医療の質の向上に

賣するとともに、広く情19

発信し、臨床への運元を目

指す。

また、平成 19年度及び
平成 20年 度にF4・択 した陳
題においては引き続き本部
が主導となり、推進・運営

する。

平成 21年度には7/1入 研
究についても採択し、EB
M推進のための大規模臨床
研究の質の向上を国る。

臨床研究 事 案

(1)ネットワークを活用したEBMのためのエビデンスづくりの推進

① 一般臨床に役立つ独自の臨床研究の推進

1.「 EBM推 進のための大規模臨床研究 (EBM推進研究)」 亭業
日本最大の病院グループである日立病院機構のスケールメリット、豊古な症例と一定の質を確保することが可能という特

薇を活かして、質の高い標準的な医療を広く提供するための医学的根拠を確立すべく、本部が主導して「EBM推進のため
の大規模饉庫研究J事業を引き続き推進した。
平成 21年度においては、平成 16年度及び平成 17年度に開始した 9凛題 (すべて患者登録終了)については、得ら,t
た成果について学会等において成果の発表を行つた。例え,」、「わが国の高血圧症における原発性アル ドステロン症の実態
口査研究Jについては、第 82回 日本内分泌学会学術総会及び91th Endocrine SOciety Annu
al Mootin● て、「消化器外科手術の施設間技術評価法の確立Jについては、 Intornational Su
rgical Wook 2009及 び医学雑誌Annals of Surgerソ で成果の発表を行った。また、平成
18年度の 6誤題においては患者登録が終了し、平成 19年度の3課題においては順菫に患者登録が進捗し、平成 20年度
の 2課題のうち 1課題においてII患者登録を|「始し、平成 21年度課題として 3課題の研究を選定した。

(1)平成 16年度EBM推進研究 5課題の進移状況
0人 工栄贅 (中心静脈栄養もしくは経,1栄 美)を行う際の医療行為の安全性、患者予後に関する観察研究
(」 APOAN研 究):86病院 546111追跡調査終了
Oわが国の高血圧症における原発性アル ドステロン症の実態調査研究 (PHAS― 」研究)
: 47病 院  1. 289例 追跡調査終了
0急性心筋梗塞全国共同悉皆調査による臨床評価指標とその評価 (STAMINHO研 究)
: 44病 院  3, 376例 追跡調査終了
O心房細動による心原性田喜栓予防における抗血栓療法の実態調査 (」 NHOAF研 究)
: 58病 院  1, 577例 追跡口査終了
0消化器外科手術の施設間技術評配 の確立 (E― PASS研 勢
: 63病 院  5, 331例 追跡調査中

(2)平成 17年度EBM推進研究 4諫日の進捗状況
○慢性呼吸器疾患における、機械的人工換気療法の適用基準、安全性、患者予後、QOL、 医療経済効果に関する観察
研究 (」 NEPPV研 究): 64病 院  188例 追跡調査終了
○「EBMに 基づく胃演鶴診療ガイドライン」の妥当性に関する出床的検討 ―アウトカム研究を中心として二
(ECGU研 究): 69病 院  942例 肩査終了
Oス テロイ ド療法の安全性の薇立に関する研究 (NHOSAC研 究)
: 57病 院  604例 追麟輌査終了



O急性層間瞑慮血症の疫字調薫 (ERAMI― J研鋤                              |
: 50病院  115例 目在終了                                   |

(3)平成 18年度EBM推 進研究 6課題の進接状況
0糖尿病性腎症発症阻上のための家庭血圧管理指針の確立 (HBP― DN研究)
: 50病院  310例 追跡調査中
O重症褥警 (皿度以上)に対する局所治療・ケアの適切性に関する研究―ポケット切開・洗浄消毒処置を中心に一
(ASPU研 究): 66病 院  3 9 0Fl口 査終了
○気管支燒検査時の感染症合併と抗菌薬投与に関する多施設日査研究 (J― BRONCO研 究)       .
: 61病院  5,216例 調査終了
0胃 静脈瘤に対する治療方針の確立に関する研究 (RIFT― GV研究)
: 40病院  235例 調査終了
O冠動脈疾患治療におけるインターベンション療法の要当性についての検討 (AV】 T― J研究)
: 42病院  2, 798例 追跡調査中
0人工呼吸器装着患者のrft変換手技と気管チュープ逸脱事故に関する研究 (VENTIL研 究)
: 97病院  1, 999例 調査終了

(4)平成 19年度EBM推進研究 3晨層の進拶状況
平成 20年 6月 の倫理審査委員会を経て、患者登録を開始し、順調に患者登録が進惨している。
O心房締動による心原性鯛塞栓予防における抗血栓療法―標準的医療の確立に向けて―(NHOAF研 分
: 41病院  1, 821例 登録中
0人工関節置換術後の静脈血性塞栓症の実態と予防に関する臨床研究(J― PSVT研 究)
: 39病院  2, 219例 登録中
O無症候性微脳出血micrOb10easに 関する大規模前向き調査―発生率や発生因子の把握および症候性脳出血

に対するリスク評価-04A R S研究)
: 43病院  825例 登録中

6)平成 20年度EBM推進研究 2課題の進捗状況
平成 21年度の倫理審査委員会を経て、 1課題については患者登録を開始し、順調に患者登録が進捗 している。
O既治療進行非小細胞肺癌に対するエルロチニブとドセタキセルの無作為比較第lll相 試験 (DELTA研 究)
: 51病院  79例 登録中
0糖尿病臀症進展阻上のための抗血小板薬の効果の検討 (ATP,DN研 究)
: 登録準備中

0平 成 21年度EBM推進研究 3課題の公募採択と研究計画の確定
外部の臨床研究学段者からなる臨床研究推進委員会によつて、多数応募のあった中から7課題を一次候補として選定し、

倉憲彊塁『奎贅肇裏[:∵二澪群突鍵鼈嵯賃曇俺ソ了磐〕軍
=3ζ
疹菅舞ます露鷲詩世τ晨遜卜藻慣嘗11「

画書を完成
0限手術周術期の抗凝固案、抗血小板薬休案による眼合併症、全身合併症に関する研究 (MAC-OS)
〇医療・介議を要する在宅患者のほ倒に関する多施設共同前向き研究 (J=FALLS)
O日立病院機構におけるClos tridiuinudifficil e関 連下痢症の発生状況と発生予防に関する研究

(CD― NHO)
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0新型インフルエンザA(HlNl)に 対するインフルエンザHAワ クチンの安全性の研究             |
: G7病院  対象被験者 22. 112名  実施期間 10月
O新型インフルエンザA(HlNl)な らびに季節性インフルエンザHAフ クチンの免疫原性に関する小児瘍床試験
: B病院  対象被験者 360名  実施期間 10月 ｀ 12月  ※承認用量の変更申請につながっている
O新型インフルエンザA(HlNl)に 対するインフルエンザHAフ クチンの免疲原性の持続ならびに発症予防に関する
検討  : 5病 院  対象被験者 400名  実施73間 二月～3月
0輸入ワクチンの有効性に関する製造販売後調査
: 18病院  対象被験者644名 実施期間2月 ～3月

3.日立病院繊合医学会の開催
目立病院機構主催の日立病院機合医学会を、仙台医療センターを学会長施設、宮城病院を副学会長施設として、仙台国際
センター等において、「目立医療の新たなる暴開―過去を見つめ未来を考える一」をテーマに掲げ踊戌21年 10月 23日
・24日 に|1催 した。日立病院総合医学会を通して、日立病院機構の職員等に対し、学術研究の成果を発表する機会を与え、
職員の自発的な研究の取籠みを奨動し、職員が行う研究レベルの向上を回り、また、研究者のみならず参加する日立病院機
構職員の活性化を日指している。

平成21年度は、本部職員も様々な場面で積極的に参加し、Qc活1叫 彰として、病院運営のあらゆる凛題について
様々な創意工夫を凝らし、業務改善うに積極的に取り組んだ職員の表彰を行う0、 日立病院総合医学会の質の向上を図つた

結果、お力者5, 726名 を集める盛大な学会となった。
Oシンボジウム・パネルディスカッション・・・・・ 30題
0ポスターセッショ ・́・・・・・・・・・・ 1, 580■
0特卿l講漁・・・・・・・・・ ●●●●●・・・・・2講演  、
・川島 隆太 (東北大学加齢医学研究所教授)
『層科学と社会』
・棟近 雅彦 (早稲田大学理工学術院薇慢)
『 IS。 9001を基盤とした医療の質向上活働』

4.データセンターの活Eb
目立病院機構における多施設共同研究事業を支援・推進するため、本部内に設置した

'デ
ータセンターJにおいて、臨床

検査技師5名のデータマネージャーにより、菫床研究の支援を行つた。
臨床研究の支援活働として、EBM推進研究事業の平成 18年度、平成 19年度及び平成20年度に採択された課題並び
:こ 「新型インフルエンザA(HlNl)に 対するインフルエンザHAフ クチンの免議原性に関する出席試験Jや 『新型イン
フルエンザA(Hユ Nl)に 対するインフルエンザHAワ タチンの安全性の研角 などの指定研究については、ウェプベー
スの症例生像システムの入カロ面の設計支援、データクリーニングなどを通して饉床研究の支援を行うことにより順調に壁
燎が進移している。



最新の医学知見をもとに、根拠に基づいた医療サービスを患者に提供することを目的として、平成 18年 7月 から日立嘉
院機構のすべての病院で日立病院機構職員がインターネット経由て配僣される医学文献を閥覧、全文ダウンロ■ ドすること
ができるよう、本部において電子ジヤこナル配信サービスの一括契約を行つた。平成 18年度においては、HOSPnet
蝸末でのみの利用に限られていたが、平成 19年 6月 よリインターネットサーバーを経自して、HOSPnet外 からの■
用も可能とした。また、平成 21年度においては、契約の更新に当たり、閥覧可能な雑誌数を942か ら1,465と
1.5倍にした。
その結果、平成 21年度においては、 15, 605文 献のダウンロードがあった

`

:月 間ダウンロード数 (平均)】
平成20年度 1. 305文 献 → 平成21年度 1, 300文 献  (対前年度比 99 6%)

:説明資料】

資料42:平成 16年度～平成 20年度 EBM推 進研究 研究結果等 [202頁 ]
資料 43:平成 18～ 20年度EBM推進研究 登録状況一覧 [221買 ]
資料 44:EBM推 進研究 勁曖21年度採択課題 [222責 ]
贅料 41:鱗理インフルエンザA(HlNl)ワ クチンの臨床研究 [187貢 ]
資料 45:日 立病院総合医学会の開催状況 [223頁 ]
資料46:データセンターの概要 [239頁 ]
資料 28:電子ジャーナル [164頁 ]
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② 政策医療ネットワークを

活かした出床研究の推進

出席研究センター、臨庁

研究部を中心に、社会的ニ

ーズ、研究力に応した柔軟

な研究体制の構築を目指し、

より我 /J・ 日の医療に貢献す

る国立病院機構におけるネ

ットワーク研究事業を推進

する.

0 政策医摂ネ ッ トワー クを活か した臨床研究の推進

1 我が日の医療に買献する日立病院機構における研究ネットワークの構築
実施症例敷やプロトコール作成業務、競争的外部資金の獲得額などの評価項目からなる臨床研究部の活動評価を実施し、
この評価により各自廉研究部の活動実績を点数化して、これまで、活動の実績に応した研究費の配分や出床研究組織の再構

築の指標として活用してきたが、さらに点数を分野毎に

“

査、分析することにより、平成 20年度には日立病院機構におい
て研究活動度の高い分野を中`心として21分野を、平成 21年度以降の第 2期中期目標期間で重点的に研究を実施していく
研究分野として選定した.

また、各病院の臨床研案組織においても研究実績を分野ごとに点数化することで、 21の各研究分野においてもつとも活
動実績の高い病院をグループリー″―とし、一定の高い実績を有する病院を主たるメンパーとする研究ネットワークグルー

プを平成 21年度に構築した:こ れにより、平成 21年度から実鹿さオ、る各共同研究課題において、今まで以上に実施可能
性の高い研究組織を形成し、我が国の医療の質の向上に■献するエビデンスの創出を目指すことが可能となつた。
研究ネットワークグループにおいては、活発に臨床研究が実施されており、例えば、平成 21年度においては英文原著綸
文数は 1, 364(暫 定)、 これらの綸文のインパクトファクターの合計は3, 372(暫 定)と なっている.

平成 21年度臨床研究活動実績 77, 189ポ イント (暫定)(平成 20年度 73, 147ポ イント)
*ポイントは、活動実績を点数化したもので各評価項目ごとに設定している(EBM推進研究 1例 0 25ポ イン
トなど)^

2_臨床研究に精通した人材の青威 (一部再掲 )
良質な医療サービス提供のためのエビデンスを創出する臨床研究をデザインし、適切に研究事業を運営するための人材を

育成するため、2日 間、参加者 47名 の「臨床研究のデザインと進め方にF・|す る研修Jを 実施した。
また、倫理的問題について医療従事者 助ヽ8す ることのできる体制の基礎となる人材を奏成するため、治験審査委員・臨
庁研究倫理審査委員を対象 とし、参加者総数 57名 の研修会を実施した。

3 日や日立病院議欄の政策決定に寄与する指定研究
=業
の推進

平成 18年度から新たに開始した指定研究事業については、日立病院機構が緊急に取り組む‐`き重要なテーマに焦点を当
て、 1課題あたり数十以上の多施設で調査・研究を行つている。平成 18年度から平成 20年度に行つた 11の指定研究課
題の結果については、そ1■ぞれ臨床評価指標の全病院を対象とした測定と公開や、転倒・転落事故防止プロジェクト●、当

機構の政策立案に大きく寄与した。平成 21年度においても国や日立病院機構の政策決定への根拠となる情報を収集するこ
とを目的とした指定研究事業 5課題を達行した。
rlえ ば、新型インフルエンザA(HlNl)ワ クチンに関して、厚生労働省の要請を受けて「新型インフルエレザA(H
lNl)に 対するインフルエンザHAフ クチンの免疫原性に関する臨床試験J(対象被験者 200名 )を迅速に実施し、接
種回数決定の判断に根拠を与えたほか、横組直後の安全性に関する「新型インフルエンザA(HlNl)に 対するインフル
エンザHAワ クチンの安全性の研究」 (対象被験者 22, 112名 )を迅速に実施し、ワクチンに係る有効性 安全性の情
報収集において重要な役割を果たした。

O平成 21年度指定研究課題
・死後画像診断 (Ai)を 活用した死因究明手法有効性の検座に関する目査研究
(研究責任者 :松本純夫 分担施設 30病院 )
・新型インフルエンザA(HlNl)に 対するインフルエンザHAフ クチンの免疲原性に関する臨床試験
(研究責任者 庵原俊昭 分担施設 4病院)
.新型インフルエンザA(HlNl)に 対するインフルエンザHAワ クチンの安全性の研究
(研究責任者 :岩口敏 分担施設67病院)
日立病院機構遠設におけるアィルムレス導入効果の検討 (研究責任者 :大棒秀一 分担施設 8病院)
・医療事故後の当事者が直面した体験からみたサポー トのあり方につぃての研究

(研究責任者 :児玉由美子 分fBA設 6病院 )



政策医療ネットワークを活かした■査研究・情報発信機能の強化を目指し、平成 21年度からの第 2期中期F「西に盛り
んだ「総合研究センター」の設立に向けた検討・準備に■手した。平成 21年度に診療情報分析ワーキンググループを
上げ、日立病院機構総合研究センター開設に向けた診療情報分析部門における診療データ収集にかかるシステムの設計、整

備等設立準備のための検討会を7回開催した。
検討会では、システムの基本的な考え方として、種類の異なる診療情報 (入院レセプ トと外来レセプ ト●)を紐付けを
行つた上て、息者単位のデータベースを構築し、個人情報に配慮し診療情報匿名化処理を行 うことや、取集する診療情報の

種類等を検討しシステムの構築方針を定めたところである。

平成 22年 4月 には日立病院機構総合研究センター診療情報分析部を設置し、新出床評価指標に係るデータ収集を開始し、
新指標の妥当性等について検証を行うとともに、DPC調 査データ等を活用し各機構病院の診療特性、地域急性期医療
買献、医療の質に関連する診療プロセスを評価する研究年を実施し、医療政策に貫はすることとしている。

I説明資料】
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治嗅丼鮨症倒景について中期目

(2)治験の推進
迅速で質の高い治験

施するため、本部により、

治験実施施設の実態を

に把握し、進移が悪い

実施率の低い施設に対して

は指導・支援を実施すると

ともに、国際共同治験に

加するための体制の整備に

を進める.

また、CRB(中 央治験
審査姜員会)を 円滑に実施
し、治験実施期間の短縮を

回り、治験総実施症例数の

増加を目指す。

1 日立病院機構内における治験実施体制の確立
文部科学省及び厚生労働省が平成 19年 4月 に策定した「新たな治験活性化 5ヵ 年計画Jにおいて、複数の日立
病院の実績が評価され、本部が中核病院の 10病院のうちの 1病院 (他の 9病院は大学と日立高度専門医療センター)と し
て選定されたはか、拠点医療機関として35病院のうち大学病院が 6割以上を占める中で、日立病離 構の 5病院 (東
療センター、名古屋医療センター、大阪医療センター、四国がA/セ ンター、九州医療センター)が

'選
定されており、大学と

並ぶ治験実施活動度の高い痢院として認定を受けており、治験・臨床研究の活性化に向けて先導的な役翻を果たしている.

(1)本部

平成20年 2月 29日 付CCP省 令の改正通知により、日立病院機構傘下の医療機関における治験の一括審査が可能と
なったことから、治験審査の効率化、迅速化を図る中央治験審査委員会(NHO― CRB)を本部に設置した。NHO― C
RBについては、平成 20年 11月 より■月 1回定期的に開催し、平成 22年 3月 までに40課題について新規 継続の
審議を実施した。

NHO― CRBの設置により多施設間の共同治験を実施するに当たつての一括審査が可能になり、プロトコール上、倫
理審査上の施設間の′くラつきが排除され、参加施設全体で統一的・整合的な治験を実施することが可能になるとともに、

各施設と治験依頼者の事務手腱き業務の負担が軽減され、また、治験期間の短縮が可能な体制が整えられた。
また、平成 21年度より毎月の開催の都度、会議の記録をホームページに掲載するなど、外部への情報発信を進めてヽ
る。

(2)病院

常動の治犠・臨庶研究コーディネーター (CRC)を 4名増員、157名 とし実績に応 した定員化・再配置を行い
織的な治験受け入れ体観を整備した.

0常勤C R CttE窮院敷
平成 20年度 64病 院 ‐ 平成 21年度 65病 院
Q常働CRC数
平鷹 20年度 153名  → 平成 21年度  157名

2 質の高い治験をlttするための研修会等の実施
質の高い治験を推進するため、CRC(初 級・ 3年以上)、 治験を担当する医師、治験審査委員・臨床研究倫理審査委員
等を対まとし、お加者総汁延べ235名 、4回、9日 間の研修会を実施し、中核となる人材を菱成した。
なお、これらの研修会には、国際共同治験に必要な知臓、籠力につながる内容も含んでおり、国際共同治験に参加するた

めの体制の整備に努めている。

3.企集に対するPR

(1)ホームベージを更新し、情報提供

治歌推進室のホームベージの内容を更新し、各病院の治験実施体制等の情報提供を進めた。

(2)企業訪問
13社 (延べ 13回)の企業を訪問し、治歌推進室バンフレット (日立病院機構におけるネットワークを活用した
の取al、 日立病院機構における治験等に係る体制整備実態第 5版 (平成 21年 12月 作成)等を配布するなどして国
病院機構の取組について理解を求めた。

平成 20年度 41社 (延べ 64回) ‐ 平成 21年度  13社 (延べ 13回 )
※平成 21年度は、新型インフルエンザA(HlNl)を 巡る動向を踏まえて訪間を開始したため、少なくなってし



4 病院に対する本部信尊・案範支援

(1)本部治験導円職を常勤CRC配置病院など19病院 (延べ26回 )に派遣し、進捗の悪い病院又は実施率が低い病院α
治験担当者に対し、業務の実務指導・支援を行つた。

なお、常動CRC配置病院の体制が整備されてきていることから、業務の実務指導・支援を行う必要性が減少したもの
と考えられる。

平成20年度 57病院 (延べ62回, 一 平成21年度 19病院 (延べ26回 )

(2)常に継続して質の高い治験を実菫していくために、各種業務 (C,C 治歌担当匡師・事務局)マニュ7ル を掲示板に
提示し、広く活用するようにした。

0)経験の浅いCRCについては、CRC業務マニュアル (平成 17年度作成)を使用して治験専門職が実務指導を行い、
通正な治験を実施できるよう指導した

(4)目 立病院機構における治験等に係る体制整備実態第 5版及び治験推進室バンフレット (日立病院機構におけるネット
ワ‐クを活用した治験の取組)を各病院に配布した。また、平成 20年度に作成した一般向けに治敏の普及・啓発を目|:
としたバンフレットを各病院に配布した。

治験実績

(1)治験実施症例数及び治験等受能研究に係る請求金額

治験実施症例数については、4.494例 (対前年度比 5 7%増 、ただし、医師主導治嵌 574例を除く。)と なり、
中期計画の敷饉目源を達成している。また、治験等受託研究に係る請求金額についても、平成 20年度と比較して増加 t
ている.

0治験実施症rl数
平成 20年度 4. 250例  → 平成 21年度 4,494例 (+244例 )

0治験等受託研究に係る請求金額
平成 20年度 48 33億 円 → 平成 21年度 57 22億 円 (■ 8 89億 円)

このように日立病院機構においては、入院治験をはじめとする難3度の高い治験を積極的に実施しており、常働CRC
配■65病院の口査では、平成 21年度に製造販売又は適応追加の承認がされた 108品 目のうち62品 日 (57 4%)
について、こオしらの病院において承認申請の前提となる治験を実施していた。

(2)医師主l●治験

国の新型インフルエンザA(HlNl)対 策の一環として、平成 21年度には本部が治験■整事務局となり、「新型イ
ンフルエンザA(HlNl)に 対するインフルエンザHAワ クチンの免疫原性に関する臨床試験Jを目立病院機構二重痛
院を中心とした4病院、対像被験者200名で、「新型インフルエンザA(HlNl)な らびに季節性インフルエンザH
Aワ クチンの■夜原性に関する小児廊床試験Jを日立病院機構東京医療センターを中心とした8病院、対象被験者360
名でそれぞれ実施した。後者については、国内承黙用量をWHO推奨用量 変ヽ更するための申請につながっている。

平 成 21年 度 の 象 務 の 実 饉

治歌等に関する連絡・調整を行う治敏ネットワークを活用し、本部に依頼された治験等を取りまとめ、各病院において

施した。

(1)治験依頼者より本部に依頼があり実施可能な病院を紹介した受κ研究
平成 20年度 55課 題 (約 1,250例 ) → 平成 21年度 57凛 題 (約 1, 160例 )

(2)本部において一括契約し、各病院において実施した治験以外の受託研究
平成 20年度 3凛題 (約 250例 ) → 平成 21年度 4課題 (約 1, 040月 )
※輸入ワクチンの有効性に関する製造販売後調査 (18病院、契約桂例数 644名 )も この形態で実施

I説明資料】

資料 531治験推進室バンフレット [258頁 ]
資料 54:治躾推進対策 [270責 ]
資料 55:治験研修実績 [273頁 ]
資料 56:年度別受話研究実績 〔279貢]
資料 57:承認申請に結びついた医薬品の実例 [280賣 ]
資料41:新型インフルエンザA(HlNl)フ クチンの臨床研究 [187頁 ]



(3)萬 底・■■E燎 螢,の 疇床導入

嘔床研究センター及び臨床,■

||を中心に、

“

底E=‐ 先進E凛
について嘔床導入などを催■する.

(3)=魔・先達医薇技術の臨
床導入の推進

我が国における高度先端

医療技術の臨床導 入に資す

るとともに、その成果を公

表す|。
加えて、職務発明に対す

る理解と意峰を向上させ、

発明の特許等権利化を進め

ていく。

(3)高 度・ 先進医療技術 の臨床導入の推進

1.高度先端医療技術の臨床導入等
高度先蟷医療技術のFR発 及び臨床導入例として、以下に例示するような実績が得られている。これらについては、ホーム
ベージ等で公表している。

O高周波切除器を用いた子宮腺筋症検出術 (霞ヶ滞医療センター)
0骨髄細胞移植による点管新生療法 (焦本医療センター )
O末精五幹細胞による血管再生治療 (千葉東病院)
0内視境的胎盤場合Ⅲ管レーザー焼灼術 (長良医療センター)
0超音波骨折治療法 (徳島病院、南和歌山医療センター)
0内視戯的大腸粘膜下層剥離術 (福山医療センター、京都医療センター)
Ol.・児心超音波検査 (長 良医療センター、福山医療センター)
0化学療法に伴うカフェイン併月療法 悪性骨腫瘍又は悪性軟部腫瘍 (大阪医療センター)
O囃 骨病変及び骨粗盤症に伴う骨脆弱性病変に対する経皮的骨形成術 (転移性■椎骨腫瘍、骨粗継症による著椎骨折
又は建治性疼痛を伴う椎体圧迫骨折着しくはE3査骨折に係るものに限る.)(四国がんセンター)
0乳がんにおけるセンチネルリンパ節の同定とに移の検索 (九州がんセンター、九州医療センター、名古屋医療センター、
函館病院、大阪医療センター、福山医療センター)

O胎児胸腔・羊水睦シャン トチュープ留置術 (特発性又は既知の胎児先天性感染による胸水を主たる微候とする非免疫性
胎児水腫症 (NIHF)例 であって、胸腔穿前後一週■以降に腱水の再貯留が認められるもの (II娠二十週から二十匹
週未満に限る。)に係るものに限る。)(長良医療センター)

高度先蟷医療技術のIH発 等を推進するために、日立病院機構で実施さオ、た職務発明について、権利化を進めており
21年度においては、23件の発明が届けられ、以下に示すように 17件 の特許等出願を行つた。

O抗体測定方法及び″薇 炎の診断マーカー (静岡てんかん 神経医療センター)
※文部科学大巨表彰科学技術賞 (開発部Fl)の 受賞につながっている。
O換気プース (仙台医療センター)
Oク コン色素組威物による心機能改善効果 (京都医療センター)
0抗体精製方法 (名古屋医療センター)
0内視鏡用補助具及び内視鏡 (四目がんセンター)
〇クリーンプース (仙台医療センター)

O惨療ブース (仙台匡療センター)
O電気刺激装置 (村山医療センター)
0変形性B8節症の進行し易さの検出方法 (相模原病院 )
O抗てんかん葉による薬疹発症の惨貯 ニカー及び薬疹発建の診断方法 (静円てんかん・神経医療センター)
Ot疾患予防治療剤 (オーラプテンに関するもの)(京都医療センター )
Ot破患予防治療用 (陳皮に33す るもの)(京都医療センター)               ・

0ア レルギー疾患の検査方法 (福岡病院)
OSCCA2濃 度測定によるアレルギー疾患の検査方法 (福岡病院)
0撻晨マイクロアレイ及び組織解析方法 (名古屋医療センター)
0ア リール基を有する複棄環化合物 (名古晨医療センター)
O感染症治療用 (近畿中央胸部疾患センター)
+発明の名称は出願名称、括弧内は発明者の所属病院であり、企業等との共同出額をも含む

平成

I説明贅料】                                :
資料58:日立病院機構における高度先喘医療技術の開発及び臨床導入の主な例 [281■ ]
資料59:日立病院機構の職務発明の流れ□ [282買 ]



(4)研究●理の■■

すべてに隣置されたEホ研究に閾

する●■■ユ■、お摯薔
=■
員会

について
="膚
の書主状況をホ椰

てIEEし  その改善に
'ゆ
う.

(4)研究倫理の確立
各施設に設置された臨庶

研究に関する倫理委員会、

治歌審査委員会について各

病院の審査状況を本部でjIE

握し、その改善のため、委

員を対象とした研修の実施

を計日し、研究倫理向上の

ための体制づくりに着手す

る。

(4)研 究倫理の確立

1.編床研究、治験に係る倫理の運守 (再掲)

(1)臨焦研究
「臨床研究に関する倫理指針」、嘘 学研究に関する倫理指針」、「厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の

実施に関する基本指針」等のガイドラインを遵守し、臨床研究等の推進を回つている。

① 倫理審査委員会等
倫理的配慮の趣旨に沿つて臨床研究等の推進が果たせるよう、すべての病院に倫理審査委員会を設置している。その

審議内容等については、ガイドラインに沿つて、病院のホームベージ上で掲示するなど外部に公FRし ている.

また、倫理審査委員会の委員を対象とした研修を実施し、各病院において、倫理的問題について医療従事者 助ヽ言す

ることのできる体制の基礎となる人材を姜成している。

ア 倫理委員会開催回数
平成 20年度 628回  → 平成 21年度  666回

イ 倫理審査件敷
平成 20年度 2, 304件  → 平成 21年度 2, 899件

ウ ホームページでの審議内容公開病院歎
平成 20年度 33病 院 → 平成 21年度  50病 院

工 倫理磨査接員会・治験審査委員会■員対象研修会受講人数
平成 20年度 127名  → 平成 21年度  57名
※駒戌20年度ははじめてこの研修を行つたため受講者数が多かつたものと考えられる.

の 臨床研究中央倫理審査委員会
これまでに引き続き、本部が主導して行う臨床研究等の研究課題を中心に臨床研究中央倫理審査委員会において審需

を行い、「新型インフルエンザA(HlNl)に 対するインフルエンザHAワ クチンの安全性の研究」等の国立病院憾
構共同研究 (指定研究)、 平成 21年度EBM推 進のための大規模出床研究の新規 3課題をはじめ45件の一括審査を
行つた。

また、その著餞内容等については、ホームベージ上で掲示し、外部に公開している。

③ 動物実験委員会
動物壼護の観点に配慮しつつ、科学的観点に基づく適正な動物実験等が実施されるよう、動物実験を実施する病院に
おいて1'、 平成21年度までに20病院すべてに動物実験委員会を設置した。

治験

治験審査委員会

質の高い治験を推進するため、すべての病院に治験審査委員会を設置している。その審議内容等については、

沿って、病院のホームページ上で掲示するなど外部に公開している。

①

ア 治験審査委員会開催回数
平成 20年度 1, 128回

イ 治験尊審査件数
平成 20年度 14, 019件

‐ 駒壼21年度 1, 116回

― 平成 21年度  14,257件

甲朱治嗽吾亜委員会 (第 1の 2の (2,の 1●照 ,
治験審査の効率化、迅速化を回る中央治験審査委員会を本部に設置し、平成 20年 11月 より毎月 1回定期的に
し、平成 22年 3月 までに40課題について審議を実施した。
また、その審議内容等については、ホームページ上で掲示し、外部に公開している。

【説明資料]

資料 11:倫理審査委員会開催回数及び審査件歎37頁〕
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(総合的な評定)

国の医療政策に必要な新型インフルエンザA(HlNl)ワ クチンに関して、厚生
労働省の要請を受けて免疫原性に関する臨床試験 (4病院、対象被験者200名 )を
迅速に実施し、接種回数決定の判断に根拠を与えたはか、安全性の研究 (67病院、
対魚被験者 22, 112名 )、 免疫原性に||す る小児臨床試験 (8病院、対象被験者
360名 )な どを迅速に実施し、フクチンに係る有効性・安全性の情報収集において
重要な役割を担い、大きな貢献を果たしている。

EBM推進のための大規模臨床研究については、平成 16年度から平成 18年度に
採択した 15課題の患者登録 (約 25, 000例 )力:終了し、得られた成果について
は学会発表を行うなど、質の高い医療を広く提供するための医学的根拠の確立に向け
ての取組を引き続き推進している。

臨床研究活動実績評価に基づき研究分野毎の調査、分析を行い、一定の高い実績を

有する病院を主たるメン′`―とする研究ネットワークグループを構築し、平成 21年
度から実施される各共同研究課題において、今まで以上に実施可能性の高い研究組識
を形成し、我が日の医療の質の向上に貢献するエビデンスの創出を目指すことが可能
となった。

臨床研究センター及び出床研究部の活動評価を実施した成果として、年々日立病院
機構全体の臨床研究の活動度が高まつており、平成 21年度の活動実績評価結果は
77,189ポ イント (暫定)と なつている。また、英文原著論文数は 1,314(精
査中)、 インパクトファクターは3, 372(暫 定)と なっている。
治験については、積極的な取組を推進しており、治験実施症例数についても、大幅
に増加している。

中央治験審査委員会 (NHO― CRB)を平成 20年 11月 より毎月 1回定期的に開
催し、平成 22年 3月 までに40課題について新規・継統の審議を実施することによ
り、業務負担の軽減、治験期間の短縮毎を図つている。

常●lC RC配 置65病院の調査では、平成 21年度に製造販売又は適応追加の承認
がされた108品 目のうち62品日(57 4%)に ついて、これらの病院において
承認申請の前提となる治験を実施していた。

政策医療ネットワークを活かした口査・研究、情報発信機能の強イとを目指し、第2
期中期絆面に盛り込んだ「総合研究センターJの設立に向けた検討 準備を行つた。

(委員会としての評定理由)
EBM推進のためのエビデンスづくりとして、日立病院機構のネットワークを活
用した大規模臨床研究が順調に進展している。また、治験においては、治験実施症
例数の大幅な増加ゃ新型インフルエンザ発生時におけるフクチン接種にかかる国の

方針決定に寄与した
`以上の実績および取組について高く評価する.

(各委員の評定理由)
・ EBMの ためのエビデンスづくりについて、大規模臨床研究事業を着実に推進し、
得られた成果を学会等で発表するなどわが国医療の向上に資するための情報発信
に大いに努力した。
・治験実施症例数も前年比5 7%と 大幅に増加しており、 21年度の承認医薬品
の 57 4%の 治験を実施するなど、EBM推 進のための大規模饉廉研究も日本
最大の病院グループのスケールメリットを活かして順調に成果を上げていること
は評価できる。
・ 21年度は新型インフルエンザの流行で、大きな問題が生 したが、その際、イン
フルエンザワクチンの投与法、さらに安全性に関して目立病院機構からしっかり
した報告がされたことは高く評価する。
・特に新型インフルフクチンヘの試験、研究が機敏に行われていることは国民の安
心につながり高く評価できる。
・治験への積極的な参加、また高度 先進医療技術の臨床導入の推進の努力を高く
評価する。
・治験について、拠点医療機関として 5病院も選定されてお り、治歌実績も前年度
を手実に上回つている。
・臨床研究・治験に係る倫理の道守に向けた体制を整備し、本部・各病院における

治験実施体制を確立した。また、治験実施症例敷 治験受託金額ともに前年を上
回る実績 となった。結果的に新たに承認された医薬品等のおよそ 6割の治験を行
った実績は大いに評価できる^
・ EBM推進、国から要請を受けた新型インフルエンザに関する臨床試験の迅速な
実施など機構ならではの積極的な取りIIlみが行われている。
臨床研究に締通した人材育成や、一定の高い実績を有する病院をメンパーとする
研究ネットワークグループの構築、さらには治験推進に於ける常勤CRCの 増員
など :人の市成Jに取り組んでいる.
・倫理問題についてスタッフヘのアドバイスの体制整備や人材養成が努力されてい

る。
・臨床研究の活動実績評価結果は77, 189ポ イント、英文原著論文数 1,36
4、 インパクトファクター3. 372を 評価する。
・ 17件の特許等出願を評価する。

(その他の意見)
・「総合研究センタ■Jの設立に向けた検討 ,準備を着実に進めている。今後の政策
医療ネットワークを活かした調査研究 情報発信機能の強化に向けた取組みとし
て、大いに期待したい.

[数値目標]
・中期日標期間中に平成 20年度比 5%以上増
(平成 20年度 4, 250例 )

・治験総実施症嗣数については、4,494例 (平成 20年度比 5 7%増 、ただし、
医師主導治腋 574例 を除く。)と なり、中期計画の数値目標を上回つている.味
務実績 47頁参照)

・政策医療ネットワークを活用した臨床研究を推進し、

研究成果を情報発信するなど-12臨床に役立つエ

デンスづくりを実施しているか。

・ EBMの推進のための臨熊研究を推進するとともに、
臨床研究に精島した人材育成や出床

制度の充実に取り組んでいる力、

実績 :○
・ EBM推進のための大規模臨床研究については、平成 16年度及び平成 17年度凛
題は順調に症例登録が終了し、最終的に 9凛題で約 14: 000例 の患者登録が行
われたうえ、得ら1■た成果については学会等で発表を行つた。平成 18年度の 6課
題においては、患者登録が終了し、平成 19年度の 3課題及び羽成20年度の 2誅
題のうち ,課題においても順口に患者登録が進んでいる。また、平成 21年度に
いても3課題の選定を行つた。 (業務実績 40、 41頁参照)
・「新型インフルエンザA(HlNl)な らびに季節性インフルエンザHAフ クチ:
の免疫原性に関する小児臨床試験,(8病 院、対象被験者 360名 )を実施した。
同ワクチンについては、平成 22年度に承認用量の変更申請を行つた。 (
42、 47買参照)
・そのほか、新型インフノレエンザA(HlNl)ヴクチンにFjlしては、厚生
要請を受けて「新型インフルエンザA(HlNl)に 対するインフルエンザHAワ
クチンの免疫原性に関する臨床誡験J(4病院、対象被験者 200名 )を迅速に
施し、接種回数決定の判断に根拠を与えたほか、接種直後の安全性に関する「新型
インフルエンザA(HlNl)に 対するインフルエンザHAワ クチンの安全性の研
究J(67病院、対象被験者 22, 112名 )な どを迅速に実厳し、フクチンに係
る有効性・安全性の情報収集において重要な役割を果たした。 (業務実績42、 4
4、 47買参照)
・政策医療ネットワークを活かした

"査
 研究、情報発信機能の強化を目指し、第2

期中期計日に盛り込んだ「総合研究センターJの設立に向けた検討・準補を行った。
(業務実績45頁参照 )

実績 :O
・目立病院機構の医療向上のために、重要性及び緊急性の高いテーマを取り上げ、数
十以上の機構病院の参加による、政策決定への根拠となる情報を収集することを目
的とした指定研究事業を遂行した。 (業務実績 44責参照)
・ 1臨床研究のデザインと進め方に関する研修Jなどを実施し、日床研究に精通した
人材育成を行つた  (業務実績 44責参照)
.臨庶研究センター及び出床研究部の活動評価を実施した成果として、年
機構全体の出床研究の活動度が高まっており、平成 21
77, 189ポイント (暫定)と なっている。また、英文原著綸文数は1, 364
(暫定)、 インパクトファクターは3,372(暫 定)と なつている.
44買参照)
。出床研究活動実績群薔に基づき研究分野毎の口査、分析を行い、一定の高い実aを
有する病院をメンパーとする研究ネットワータグループを構築し、平成 21
ら実施される各共同研究課題において、今まで以上に実施可能性の高い研究組織を

形成し、我が国の医療の質の向上に貢献するエビデンスの創出を目指すことが

となった。 (業務実績44責参照 )
・平成 18年度に電子ジャーナル配信サービスを開始したが、 15,605
ウンロー ドされるなど、積極的に活用き,ヽており、EBM推進に大きく貢献してヽ
る.(業務実績43買参照)



いる目標の達成に向けて取り組み、著実に進展して
いる力、

質の高い治験を推進するため、体制強化を回るとと

もに、治験実施症例数について、中期計画に掲げて

高度・先進医療技術の出床導入などは進展している

か .

研究倫理の確 立のため、各病院に設置 された臨京研

究に関する倫理委員会、治験審査委員会について

審査状況を把握し活用しているか。

・中央治験審査委員会 (NHO― CR3)を平成 20年 11月 より毎日1回定期的に開
催し、平成 22年 3月 までに■0課題について新規・継続の審議を実施することに
より、業務負担の軽減、治験期間の短縮等を回つている。 (業務実績46頁参照)
・常勤CRC数 を増やし、65病院に 157名 を配置した。 (業務実績46頁参照)
・治験専門職を常勤CRC配 置病院など19病院に派遣して病院の支援を行つた。(葉
務実績 47責参照)
治験総実施症何数については、4,494例 (平成 20年度比 5 7・/v増 、ただし、
IE師主導治験 574"を 除 く̂ )と なり、中期言十国の数値目標を上回つている.(栞
務実績 47頁 参照)
・受託研究実績は約 57億 2, 200万 円で平成 20年度実績 48億 3, 300万円
から18 4%の 増加となっている。 (業務実績 47頁参照)
常勤CRC配 霞65病院の調査ては、平成 21年度に製造販売
がされた 108品 目のうち 62品 目 (57 4%)に ついて、これらの病院におい
て承認申請の前提となる治験を実施していた。 (業務実績 47■参照)
平成 21年度には

'新
型インフルエンザA(HlNl)に 対するインフルエンザH

Aワ クチンの免疫原性に関する臨床R7tJ(4病 院、対象被験者 200名 ,及び r新
型インフルエンザA(HlNl)な らびに季節性インフルエンザHAワ クチンの免
疫原性に関する小児臨席試験J(8病院、対象被験者 300名 )を 医師主導治験と
して実施した.(業務実績47頁参照)
・本部紹介の受託研究は57課題で平成 20年度実績 55課題 /J・ ら3 6%の 増加と
なっている。 (業務実績 4S頁参照)

実績 :0
高度 先進医療について、11件の先進医療技術を 19病院において導入している。
(業務実績 49頁参照)
.目立病院機構で実施された職務発明について、権利 fヒを進めており年を出願がさ

ている_23件 の発明が届llら れ、 17件 の特許等出願を行った。 (業務実績 50
買参照 )

実績 :0
・倫理審査委員会及び治験審査委員会をすべての病院に設置するととく)に、それらの

委員を対象とした研修を実雄し、各病院において、綸理 0う問題について医療従事者
‐ヽ助言することのできる体制の基礎となる人材を美成した。また、倫理審査委員会

及び治験審査委員会を適切に開催し、科学性・倫理性が担保さオした質の高い臨床研

究を推進できた。 (業務実績 51、 52賣参照 )
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教育研修事彙

(1)質 の高い医療従事者の育
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① 貫の高い医師の青咸、医
師のキャリアバスの情集

国立病院機構の特色を生

かした臨庁研修プログラム

に基づき 質の高い臨ホ研
修を実施する^
また、専門分野の研修て

ある専修医制度 (後 期臨床

研修制度)に おいて、研修
コースや研修プログラムの

充実を図り、良質な医師を

青成 し、研修を修了した匡

ITの 認定を行い、キャリア
パスに活用する.

さらに、専修医制度を活

用し、幅広い総合的な診療

能力を有し、全人的な医療

を推進出来る医師の育成に

ついて取組を進める。

敬百研修事栞

(1)質の高い医療従事者の育成・確保

① 質の高い医師の育成、医師のキャリアパスの構築

1 日立病院機構の病院を中心とする独自の臨床研修及びレジデントの育成
臨床研修については、基幹型臨床研修指定病院として 53病院、協力型臨床研修病院として ,16病院が指定され、出席
研修匡の育成に取り組んだほか、研修Eが 大学へ回帰する傾向tビある中、平成 22年度に開始する臨ホ研修マッチングにつ
いては、マッチ散 288名 、マッチ率 75%であった。

:臨庫研修医の受入数】

平成20年 713名  ― 平成21年 714名

:後期研修医 (レジデント)の受入数】
平成20年 816名 (専修医464名、専修医以外のレジデント352名 )
平成21年 802名 (専修医461名、専修医以外のレジデント341名 )

専修医制度については、平成 21年度において新たに専修医コース及びプログラムとして23ョ ース、32プ ログラムを
認定し、充実を図つている。また、 74名 の専修医の修了認定を行った。

研修医指ヨ体制の整鶴
「医師の臨麻研修に係る指導医雛習会の開催指針Jに基づき、研修区に対する指導を行うために必要な経験及び能力を有
している臨床研修指導医を美成するため、独立行政法人化以降日立病院機構独自に「臨床研修指導医姜成研修会」を行い、
平成21年度には計5回開催、119名 が参カロし、研修医の指導にあたる人材育成を行い、良質な研修医を養成するための、
質の高い研修を実施する指導体制を整備した.

3. lTを活用した精神科領餃における多施設共同研修の実施
平成 21年 2月 から、肥前精神医療センターを中心に複数の病院をTV会 議システムでつなぎ、各病院共通の講義、講演、
症例検討会等を行う他施設共同研修システムの運用をBH鮨した。

平成 21年においては、花巻病院、久里浜アルコール症センター、東尾張病院及び琉球病院が参加し、講義を中心に原則
週 2回開催し、効果的な教育研修を実施している。
なお、平成 22年度より、小諸高原病院、賀茂精神医療センター及び菊池病院の 3病院が新たに参加し、合計 8病院によ
る運用を行 う予定である。

4.連携プログラムの実施
医師のための臨床研修プログラムにおいて、国立病院機構のメリットである病院ネットワークを活用した連携プログラム

を運用することにより、全人的な医|1育成を行つている。特に、臨床研修終了後の専門領域の研修システム構築については、

日立病院機構が我が国ていち早く着手し、一定水準の臨床能力を持ち患者の目線に立った安全で良質な医療を提供できるこ

とのできる臨床医を育成するためのシステム作りに取り組んでいる。このような連携プログラムを実施している病院は、多
くの医師を抱える大規模病院が多く、連携ィログラムは、結核等のセイフティーネット分野の人材育成にも重要な役割を果
たしている。



平 成 21年 度 の 象 務 の 実 績

l理務フログフム運用例 ]
・ 円山医療 → 南円山医療
1か月研修 15名 /年 (■症心身障害、結核を含む地域医療の研修)

・東京医療 → 東時エ
1か月程度 14名/年 (■症心身障害、筋ジストロフィー、結核を含む地域医療の研修)
東京医療 → 神奈川
1か月程度 14名 ′年 (重症′さ身障害、結核を含む地域医療の研修 )

・大阪医療 → 松籟荘
1か月研修  2名 /年 (精神料を含む地域医療あ研修)

・肥前精神医療→花巻、琉球等

(2年目以降の精神科実践研修をTV会議システムを活用して実施)

I説明資料】

資料60:専修医制度新規コース・プログラムー覧 [283買 ]  
｀

資料61:lTを 活用した精神科領城における多施設共同研修 [284買 ]

平 成 21年 度 の 業 務 の 実 績
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ヽ■E薇への■●10た め、ヽ鍮に

"力

)れた公開壽
=を
実鮨する。

② 質の高い着餞師等の育成

各苺成所は、第二者によ

るカリキュラム拝価と地域

に開か1■た公BI講座の実施

に取り組む。

高度な看譲実践鮨力を有
し、医師など多職種との協

働によリチーム医療を提供
してくことのできる看譲IT

を育成するため、「東京医療

保健大学東京医療センタ‐

校 (通称)」 の平成 22年 4
月開校に向けて日立病院機

構としての取組を行う。

o 買の高 い看護師琴の育 成

1.卒後研修制度のモデル的導入 (第 2の 1の (2)の②の力の 13照 )
新採用看護師が看事実践に必要な知識・技術を習得し、卒後のリアリティショックを最小限にすること、及び院内・院外
をローテーションすることにより、新採用者護師がやりたい者護を明確にし、自己の適性を知つた上で職 l■選択することに
より、職場定着を促し離職防止を図るとともに、看

=師
確保困難施設への看議師供給にもつなげていくことを目的とし、平

成 22年度からの導入に向けて、平成 21年度中に4回のワーキングを開催し、カリキュラムの作成、教育指導体制の構築、
看懐師の処遇等、研修実施体制の整備を行つた.

2.新構想彗饉学部・大学院関設に向けた取組
高度な看議案践鮨力を持ち.スキルミックスによリチーム医療を提供していくことのできる看護師を育成するため、学校
法人青葉学日 (東京医療保健大学)と の連携により、機構の医療環場を最大限活用した密接な連携による出庫実習を充実さ
せた4年間の看霞観 教育蹂程 (看議学部)と高度な看護実践諫糧 (大学開 から成る一貫した歓青を行う新構想看護学部
・大学院を平成22年 4月 に開設することとした。
とりわけ、大学院における高度看膜実践凛程 (ク リティカル領城)においては、医師が臨床教授として指導を行う我が国
のチこム医療の推進に貢献することを目的とした全国に先駆けた特定看護師 (仮称)の賛成に取り組むこととしている。

※ 特定看議||(仮林):看護師により実施することが可能な行為を拡大することと併せて、一定の医学的教育・奥務経験
を前握に専目的な臨床実践鮨力を有する看護師。従来、一般的にlt r診療の補助Jに 含まれないものと理解さltて きた一
定の医行為を医師の指示を受けて実施できる枠組みを構築する必要がある。
(「平成 22年 3月  厚生労働省 チーム医療の推進に関する検討会 報告書Jよ り)

平成 21年度は、闘設に向けて以下のような取り組みを行った。

①看議学部及び大学院のカリキュラムの構築

■護学部のカリキュラムの特徴
・基礎分野 (人間理解と自然科学)
・専門基礎分野 (健康問題の解決)           ,
・専自分野 (あらゆる状況の対象への■譲とキャリア開発)
の3分野からなる129単位以上を層修することとしている。

大学院のカリキュラムの特徴
・必修49単位、選択 4単位 (‖ 53単位)の科目においてスキルミックスに対応した看事実践颯力の分野を履修
することとしている。

②実習に関する企日、日整、奏習病院の■虫への観明

日立病院協構東京医療センターを主たる実習鮨設として、他 7病院 (日立病院機構 6病院と,日立高度専円医療研究
センター)

3 日立痛腕饉構の特徴を盛り込んだ翻属雹護学校カリキュラムの運用
平成 19年度に改正した附属■護学校のカリキュラムにょり、日立病院機構が担う医療の特徴などを盛り込んだ授業を引
き饉き実施している。

1追加したカリキュラム内容】

| :麗輩燿I輩ご認麟碁ドI舞響退弩躊解電霧「L他
|   ・ 災書看■日練、結核感染患者への看壌「見学J
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日立病院機構独自の取組として、全プロック事務所が実習指導者講習会を実施することにより、日立病院機構の提供する

医療の特徴である重症心身障害児 (者)筋 ジストロフィー児 (者 )・ 災害医療等についての理解を促すことが出来る指導が
行えるようカツキュラムに独自性を盛り込み運用している。

5.奨学金制度の運用
目立病院機構で看護に従事する意思をもつた附属看護学校学生等に対し、彙学金を貸与する制度を平成 18年度に創設し、
看議師確保対策の一方策として制度の活用を図っている。

また、平成 20年度においては、当族制度を積極的に活用できるよう検討を行い、平成 21年 3月 に規程の改正を行い、
平成 21年度以降、
①貸与額を地域実情に合わせた貸与領とすること

②大学生に貸与可能となるよう貸与期間を3年から4年とすること
とした結果、網度の活用が大幅に増加している。

【奨学金の貸与状況】

平成 18年度  20名 (内平成19年 3月 に事業する 14名 全てが、機構病院に勤務)
平成 19年度  38名 (内平成20年 3月 に卒業する 10名 全てが、機構病院に動務)
平成 20年度 131名 (内平成21年 3月 に事業する 53名 全てが、機構病院に勤務)
平成21年度 457名 (内 平成22年 3月 に率葉する224名 中219名が、機構病院に勤務)

6 第二者によるカリキュラム評価の実施
日立病院機構以外の教員などの第二者によるカリキュラム評価を実施し、各項目の評価結果を参考に看護教育の質の向上
に努めている。

【主な評価内容】

Clカ リキュラム改正に伴い、教育凛程全体を見直し、理念に基づく教育内容が盛り込まれ、学生だけでなく教員の帰層

意庫も高まり、国立病院機構病院への就職率の向上につながつている。

②データ化した教育成果を学生暴び外部に示すことで、学生だけでなく入学希望者や保護者、高校が知りたい情報を提

供でき、教育者と学習者の卒業時の到違目標が明確になった。

O教育の質向上のための投薬研究への取り組みが維続されているが、投薬準備時間の確保や自己研鋼しやすい環境及0
体制の整備が望まれる。

7 公開轟座の実施
附属看譲学校の教育活動の一環として地域社会に貢献するため、全学校で地域住民や地域の高校生などを対象とした公開
88座 を実施した。平成20年度と比べて参jjl者 は414人増加している。              ^｀

【公58講座の開催回数】     平成 20年度            平成21年度
90回 (参加人数5, 191人) - 86回 (参カロ人数5, 605人 ))

8 鋼属薔讀学校の高い●護師日零臓駁816率
全ての附属姜成所を合計した口家メ厳合格率において当瞭年度の全国平均合格率を上回っている。

また、口,年と同様全国平均を大きく上回るだけでなく、大学及びその他の 3年瞑程の養威所〕
'と

比しても上回っており、

全国トップの合格率である。

:肴譲師国家試験合格率】

日立病院標精鮒属看護学校
全国平均

(大学・ 3年凛程の贅成所の合格率)

平成 20年 3月 発表者 平成21年 3月発表者 平成22年 3月 発表
98 2%      97 8%      98 1%
94 6%      94 4%      93 9%

。大学       93 5%      97 5%      97 9%
・短期大学     93 2%      92 0%      92 3%
賛成所      95 9%      95 9%      95 4%

I説明資料】

資料62:卒 後研修制度のモデル的導入について [286買]
資料63:新 構想看譲学部・大学院の開設について [288頁 ]
資料64:質 の高い看護師等美成 [292貢 ]
資料 65:質 の高い看護師等養成のための取組 [299頁 ]



O E饉 0キャリアパス●底o■菫

●を活かして、医師のキャリア

と,せて、良質な医師の■,と■
保に,あ る.

1.いわゆる後廊 研修の充実

臨床研修修了後の専門領城の研修システム (いわゅる後期臨廉研修)構築に我が国でいち早く着手し、一定水
力を持ち患者の目線に立った安全で良質な医療を提供できる専円匡を育成するため、平成 18年度より |

医制度Jの運用を開始した。
平成 20年度に制度運用開始後初の 79名 の修了認定を行い、平成 21年度においては、新たに 161名 が研修を開始し、
74名の修了認定を行った。
なお、平成21年度より修了者が機構内病院に勤務した場合には、処遇上の優遇を行つている。
また、専修医制度の一環 としてアメリカ退役軍人病院等海外の医療現場 派ヽ遣する専修医海外留学制度を平成 18年度
ら開始しており、平成 21年度においては4名の医師を派遣し、これまで24名 が医療安全や医療マネジメントといった
法を学ぶコースに参加し研修を行つた_

2.専修医修了者等を対鍮としたアンケート調査の実施
平成 21年 3月 に専修医修了者を対象に、後期研修施設選択の際の着眼点、修了後の進路、就職先にういて
等を内容とする目査を行つた。本

"査
により、

①研修病院の選択の原は、当面、技術・知麟を効率よく修各していくことが最大の関心事であり、「キャリアアップJ
「専円医取■J等医師としての将来設計についての関心は、この段階では必ずしも高くない
②一方で、専修医修了後lt、 医師としてのキャリアを考えはじめ、技術・知識とともに「専門医の取得Jや 「キャリ
アップJを重姜視するようになる
③『給与」や「雇用の安定Jについての重要度は、相対的に高くない
等の「専修医像Jが得られた。また、院長年を対象に行った調査結果と併せて考えると、日立病院機構専修医制度をより
いものとしていくためには、「専修医力・ら専修区修了後への淀みのないキャリア形成支援」や「大学との連携を通した研
システムの充実J力:Z.要 であることが確認できた。

3 人材青成キャリア支援室の設置            、
平成 21年 4月 、機構本部に「人材育成キャリア支援室Jを設置し、専修医制度の研修コニスや研修プログラムの充実、
国立病院機構

1こ
就職した医師の知識・ 技術の向上に向けた研修体制の整備、医師としてのキャリア形成を支援する体制の確

立等を行つていくこととしている。

平成 22年 3月 には、日立病院機構における出床研修の理念や研修体制等 tビついて、実際に研修を受けている研修医や専
修医の声や指導医の声も交えながら紹介する研修医・専修医向け情報紙「NHO NEW WAVE」 を創刊した。
また、全人的医療を推進できる医師の育成を行うために、豊富な症例を有する日立病院機構のネットワークを活用した研
修匡・専修医に対する研修の企画立案、研修指導体制の充実に向けた検討を行った。

〔説明資料】

資料66:目立病院機構専修医制度 (ι わヽゆる後期臨床研修)について [302頁 ]
資料67:専修医修7者等を対象としたアンケート調査 [304頁]
資料68:情報紙 fNHO NEW WAVE」 [319頁 ]

平 成 21年 度 の 業 務 の 実 績

9実

III:ili:[[lil:|

●を実施し、ラさ続き日立務眺機

制度の充実を国ワ 良質を■■師
の■成と確保に,める.

③ 看霞師のキヤリアバス鋼
度の充実

引き続き目立病院機構統
一の研彗ガイドライン「看

護職員能力開発プログラム」
の運用を行うとともに、当

腋プログラムの評価に向け

た課題等の検討を行う.

0 看霞師のキヤ リア ′ヽ ス制度 の充実

1.キ ャリアバス制度の充実
平成 18年度より運用している「日立病院機構看護職員鮨力開発プログラム」により、新採用の 1年目から5年目までを
目安に段階的に看護実践能力を習得出来るよう教育体網の充実を回つている。

:

また、国立病院機構の看崚部門をよリー層魅力的なものとするため「日立病院機構における看護師確保に関する検討委員
会,において検討した次の施策を引き続き平成 21年度も実施し、キャリアパス制度の充実を図つた。

(1)専任軟青担当師長の芭置
院内の散育研修に係る企画や、プリセプターによる教育指導方法の相談等にきめ細かく対応できるようにするための教
育担当看護師長を各病院の状況に応 して配置し、新入看護師の教育支援あみならず、教育研修体制の充実を回つている。
また、日立病院機構病院が、新人を含む全看護職員への効果的な教育支援ができるよう、平成 20年 6月 に看護業務指
針を改正して「教育担当看護師長の業務Jを追加し、各業務を明確化している。

:専任歓青担当師長の配饉病院】                                 ‐

平成20年度 45病院 ― 平成21年度 68病院

(2)専 Pl看護師、認定看護師の配置
昨今の医療・看寝の高度化、多様化に伴い、より専目的で水準の高い知識や技能を持った看護のスペシャリストが必要
とされており、日立病院機構としても積極的に職員を研修に派遣しご各病院の特性に合わせた認定看譲BT及び専門看護師
を配置し、その分野の看護職員に対し適切な指導、相談を行い、さらに充実した高い水準の看護を実践している。

I専門看議飾・認定書機師の記口数】
平成20年度 86病院 258名 → 平成21年度 95病院 320名

③ 実習指導者の姜成

く男::1:懺 it::l::|:ちキ:lilヵ鍵Y機 、軸 球鳥轟流
=奮

奪1シナ影
ター)への相淡やアドバイス等の支援体網の充実が回られた。

【日立病院機構が実施する実習指導者諄習会の受講者数】

平成 17年度  1カ所  52名
平成 18年度  5カ所  196名
平成 19年度 6カ所 275名
平成 20年度 6カ 所 261名                            ｀

平成 21年度 6カ 所 271名  延受講者数 1, 055名       
・

14)研究体職欄皮
高度専目的な医療の提供ができる人材を確保するため、意歓のある議員が退職することなく国立看護大学校研究凛程又
は■壌系の研究科を腱く大学院に進学できるよう「研究休職倒度」を31餃 している。
平成 18年度に 1名、平成 19年度に3名 、平成 21年度には 3名が研究休職し、日立病院機構の医療の向上のために、
復帰後は医療現場において活饉している。                       |
また、平成 22年度にも新たに 14名 が東京医療保健大学を始めとする大学院に進学している_



2 キャリアハスに基つく研修の実距
全病院統一の研修ガイ ドラインの中で院外での研修における実践能力向上を評価項目としたことにより、所属病院が担っ

ている政策医療以外の政策医療分野など自院でのOJTで lI習得が困難な分野の看護技術、知識について体験しながら実践
tB力 を習得したり、他病院の実際の現場から自院の体制の見直しや個人の技術向上等に蕪がるよう日立病院機構のネット
ワークを活用した病院間交流研修を実施した、また、引き続き各病院、プロック事務所及び本部においてキャリアパスに基
づく研修を実施するとともに、専門的な知策・技術を習得するため看践師を専F'研修機関‐ヽ研修派遣した.
さらに、各プロック単位で、看餞師他関係医療従事者を対象に、医療安全に関する制度の十分な理解や各病院の取組状況
などの知蔵と技能の習得とともに医療事故発生時の対応能力の向上を図ることを目的に、「医療安全管理研修Jを実施し病
院全体での医療安全管理体制の充実を回つた。

(1)本部 。プロック・病院における研修の実施

ll10部管理者研修 (日立病院機構本部,

幹部看議師管理研修 1  97時 間
幹部看護nT管理研修■ 112時 間
幹部看護師管理研修ll1  22時 間

71名
36名
27名

の中間管理者研務 (各プロック事務所,

看践師晏新任研修  1日 ～5日 間    225名
rl看護師長新任研修 2日～5日間    320名
医療安全対策研修会 1日 ～5日間    547名
その他 (新任教員研修、教育担当者研修) 223名

0幹部看壌師任用候補者研修 (各病院)・ ・・・・・・・・ 841名

(2)専門研修機関‐ヽの研修派遣の状況

① r専門看護師J研修 15名
(がん看護 7名 精神看護 4名  慢性疾患看護 i名  急性・■症患者看譲 3名 )

② r認定書婆師」研修 73名
がん化学療法       13名   摂食・燕下
がん性疼痛         1名   透析看議
感染管理         16名   糖尿病看護
緩和ケア         lo名   乱がん看護
救急看護          '名   皮膚・排泄ケア
集中ケア          2名   脳卒中リハ
新生児集中ケア       3名   がん放射線療法

4名

1名

2名
1名

10名
1名

2名

①散員奏成講習 (看護研修センター)

幹部教員賛成コース  1年 間   7名
看護教員養成コース  1年 間  23名
(都道府県主催講習)看護教員養威コース 約 8夕 月

:説明資料】

資料691目 立病院機構全病院統一の研修ガイ ドライン
資料 70:看湊師のキャリアバス制度 [338頁 ]
資料 71:良質な看護師育成のための研修 [341頁 ]
資料 72:良質な看議師青成のための取組 [344責 ]

6名

fACTyナ ース」 (抜枠)[324頁 ]

O E■従事
=研
俸の充実

質の高い匡薇従V=を
'成
する

/.●■m●■■を,0と した
'"たどについて栞なるカメを国る.

"に
 医療伎術の向上を図るた

に贅 口す るとこtに  日立
"院
●

④ 医療従事者研修の充実

質の高い医療従事音を■

成するため、医療関係職稲

を対象とした研修などにつ

いて更なる充実を回る。

特に、医療技市の向上を

図るため、研修機器の整備

を含めた技術7r修の実施体

制の構繁に着手するととも

に、日立病院機構の全国的

なネットワークを活用し 1

Tを用いた遠隔研修の充実
を図る。

0 医摂従事香研修の発案

1 チーム医燎の推進のための研修の実施 (再掲)
医療の質向上を目指し、コメディカル臓員の専門知識の強化、チーム医療推進の支援 (チーム医療推進のための研修)を
平成 21年度より開始した.

:NST(栄 養サポー トチーム)研修】
臨床におけるよりよい策養管理の実施にあたり、チーム医療での専目的役割発揮に必要な問題・課題を認諄させる
とともに、ネットワーク体制の充実と向上を図ることを目的とした研修を実施した。
・参加臓種 :看饉師 14名、案剤師 14名 、臨床検査技●17名 、管理栄養±26名 計 61名
※本研修にて、NST散 青露定施設での 40時間の出床実地修練の単位を取得

【がん化学療法研修】
がん化学療法に携わる各職種が専門性を発揮し、情報を共有し、それぞれの役割を果たすこと C‐質の高い安全で安
心ながん化学療法の提供件網が構築され、医療安全対策の充実強化に繋がることを目的とした研修を実蔵した。
・参加職積 :医師 22名 、■譲師 51名 、薬剤師 53名 、臨床検査技師6名 、管理栄美士 ,名 、放

"線
技師 3名 、

心理療法± 1名 、MSWl名  計 138名

:輸血研修 1

輪血の医療安全業務に関わる医療従事者に対して、輸血における安全かつ適正な業務を遂行するために必要な専P
的知厳及び関連職種間連携業務等を習得させ、医療安全対策の意臓を向上させることで、輸血医療安全管理体制の売
実を図ることを目的とした研修を実施した。
・参加職種 :医師 21名 、看議師 66名 、薬剤師 29名 、臨床検査技師 89名  計 205名

2 技術研修の実施体制の構築

とが1省 Ittζ「 」尋軍]黎麗置,香甚驚専]ζだfユ

レータがあり、医療関係者が医療技術習得のために適宣使用するこ

また、最新の機器等を活用し、講磯を組み合わせて技術習得を行うセミナー形式の研修の企日、指導体制の整備を行つて
いる.

3 1Tを 活用した精神科領域における多施設共同研修の実施 (再掲)
V・d21年 2月 から、肥前精神医療センターを中心に複数の病院をTV会議システムでつなぎ、各病院共通の講義、講演、
症倒検Ft会 等を行う他施設共同研修システムあ運用を開始した。

平成 21年においては、花巻病院、久里浜アルコール症センタ
=、 東尾張病院及び琉球病院が参加し、講義を中心に原員1

通 2回開催し、効果的な教育研修を実施している。
なお、平成 22年度より、小諧高原病院、賀茂精神医療センター及び菊池病院の 3病院が新たに参加し、合詳 8病院によ
る運用を行う予定である.



ま贅E瞑オットワークによりヽ

るた0 =4院 は 地tの医療掟
事者を■,と した研究会や地域住

の充
=に
努めるとともに 開催件

業について中期目輌の力間中に平

(2)地域医療に貢献する研修
事業の実施 _
地域の医療従事者を対象

とした研究会や地域住民を

対象とした/AN開 講座等を開

催 し、地域社会に貢献する

教育活動を実施する。当該

研究会等の内容の充実に努

めるとともに、開催件数に
ついて増加を目指す。

(2)地 域 医療に貢献する研修事業の実施                    ´

地域の医療従事者を対豪 とした研究会●について、研修施設の整備や診療密度が高まり診療現場の負首が大きくなる中、各

方院において地域の研修ニーズのjEIBやアンケートロ査による研修内容の評価・検証等により内容の充実に努め、ホームベー

シやバンフレット配布等で参加を呼びかけたほか、地域の医療18係機関等とも連携して開催するなど積極的に実施した。
この結果、 2,378件 (平成 20年度比 6 3%増 )の地域の医療従事者を対象とした研究会等を開催し、地減医療従事
ξへ向けた医療|,報発信に貢献した。

平成20年度 2. 238件  → 平成 21粧  2. 378件

【説販 料】

資料73:地域医療に賞献する研修事業への取組 [346頁 ]

評い の ,A   I
:絆●項日6 嗽,■ |1事業 l

1手露 [言[婁言il[iI[言 lilを itili::[言 ][」営:[lill
間の看譲基礎教育課程 (看護学部)と 高度な看議実践課程 (大学院)力 らヽ成る一貫し'

た教育を行 う新構想看譲学部・大学院を平成 22年 4月 に開設した。
特に、大学院における高度看護実践課程 (ク リティカル領城)に おいては、医師が
臨床教授として指導を行い、我が国のチーム医療の推進に貢献することを目的として

全国に先駆けた特定看議師 (促体)の賛成に取り組むこととしている。
一方、本部及びプロックが一体となった研修を行い、チーム医療の推進、医療安全

対策の充実強化に栞がることを目的に、医師、看護師、業剤師、管理栄美士、臨床検

査技師、放射線技師等の多職種を対象とし、職種横断的な研修を平成 21年度から開
始した。「NST(栄 養サポートチーム)研修」については 61名 、「がん化学療法研
修,に ついては 138名 、「輸血研修]については205名 が参加し、チーム医療を推
進するための人材を育成する体制の強化を図つた。

また、全看護職員への効果的な教育支援ができるよう教育担当師長の配置 (平成

20年度45病院一平成 21年度 68病院)を行った。
医療 看崚の高度化、多様化への対応については、より専門的て高い知識や技能を
持った看餞のスペシャリストが必要とされていることから、日立病院機構としても積

極的に職員を研修に派遣し、各病院の特性に合わせ専円看護師及び認定書譲師の配菫

を充実させ (平成 20年度 86病院 258名→平成21年度 95病院320名 )、 高い
水準の看護を実践している。

専修医制度の研修コースや研修プログラムの充実、日立病院機構■就職した医師の

知識・技術の向上に向けた研修体制の整備及び医師としてのキャリア形成を支授十る

体需の確立年を強力に推進するため、平成 21年 と月、機構本部に r人綺育成キャリ
ア支援菫Jを設置し、平成 22年 3月 には、研修医・専修医向け情報誌「NHO NE

麟 柳

鼈  |

東京医療保健大学との連携により、高度な看護実践能力を持ちチーム医療を提供
できる■護師を育成する看譲学部・大学院を22年 4月 に3H設 し、大学院では全
国に先駆けて特定看護師を育成するなど、積極|りに取り組んでいる。
・ 22年 4月 の看護大学院の開校に向け、21年度は、より高度な看護実践能力を
身につけるためのカツキュラム開発を行つた^チーム医療の必要性が12.織されな
が,も 、職種間の役割分担と連携、求められるスキルの具体性が見えない中、わ
が国における先駆け的な取組みとして大いに評価できる。
・東京医療保健大学との連携による新しい構無 看譲学部・大学院の開設は特筆に

値する。
・看護師の国家試験合格率が大変高く維持されていることを評価する。
21年 4月 に r人材育成キャリア支援室」を設置し、専修匡研修プログラムの充
実、医師としてのキャリア形成支援などを推進していることは評価できる。

質の高い医療従事者の育成確保のため、中期計画達成に向け、研修への派遣、専

修医鵬度の充実、看協学部、大学院の開設t看護師等養成所のカリキュラム変更、
さらには良質な医師の育成確保のため「人材育成キャリア支援室Jの新設など様
々な必要な取組みを着実に実施しているが、計画を大幅に上回る実績とまでは評

価しえない.
・医師の賛成、特に研修医に関しても大学の医局志向が強まっている中で、高い水

準を継持している。
・医師のキャリアパス綱度を構築し、医師に示すことは、医師の確保や良質な医療

. の提供といつた観点からも、な機のある取組みといえる。後期薦床研修の充実や

|.亀:蕊饉姦堤尋署奄舞霞:電モ繰晃曇電楊な嘉薯tttttL色管:督現しゝ:k

[致仁目標]
・中期日標期間中に地域の医療従事者を対像とした研

究会等開催件数、平成 20年度比 15・/.増
(平成 20年度 2, 238件 )

・地域医療に貢献する研修の開催件数については、 2. 378件 (平成 20年度餞
6 3%増 )と なっている。 (業務実績 65買参照)

・看護師のキャリアパス制度については、専任教育担当師長の配饉病院の増加や本

部・プロック・病院における研修の実施な cV、 着実な取組みが行われており、評

価できる。
・NST研 修やがん化学療法研修、輸血研修など、コメディカル職員の専門知臓の
強化、チーム医療推進のための取組みは評価できる.
・地域の医療従事者を対像とした研究会等を実施しておりt地域医療の質的向上と
いつた観点からも、このような取組み l主評価したい。
・研修医、専修Eの定■と確保に向け、情報誌の創Tlに よる情報公開と共有の体綱、
処遇上の優遇措置など積極的な取り組みが行われている。

看崚職員に対する様々な教育支援、教育担当師長の配口などチーム医療の要とも

なる看霞・ヽ の期待が具体的、示されている。             ン
・専門看霞師、認定書譲師の増員を37価する。
複数の病院をつなぐTV会議システムを評価する。

(次ベージヘ続 く)



法人の業務改善のための具体的なイニシアティプを

把握・分析し、評価しているか。 (政・独委評●Iの

点)【 3 教育研修事業における該当部分】

・日立病院機構の特色を生かした臨床研修プログラム

に基づき、質の高い研修を実蔵して良質な区師の市

成を行っている力、

専修医制度を活用し、幅広い総合的な診療能力

し、全人的な医療を推進出来る医師の育成に取り組
んでいる力、

。医師など多職種とのチーム医療を提供していくこと

のできる高度な看護実践籠力を持つ看譲師育成に取

り組んでいる力、

・看護eF等養成所について、カリキュラムの第二者詳

価を実施するとともに、地域医療への貫献のため、

地域にFIかれた公開講座を実施している力、

・医師のキャリアパス制度の構築など、良質な医師の

育成と確保に努めている力、

・医師のキャリアパスについては、平成 21年度より修了認定された医|●が
院に勤務した織合には、処遇上の圏 措置を行った。 (業務実績 61頁参照)
専門看護師、認定看譲師の配量を推進

医療・看機の高度化、多様化に伴い、より専門的で水準の高い知識や技能を持つ

た看護のスペシャリストが必要とき

'し

ていることから、日立病院機構としても

1旬に職員を研修に派遣し、各病院の特性に合わせた認定看駆師及び専門看護師を配

置し、その分野の看攘議員に対し適切な指導、II談を行い、さらに充実した高い水

準の看護を実践している。 (業務実績62頁参照 )
・全看護職員へr/D効果的な教育支援ができるよう教育担当誦長の配量を行い、

員のキャリアパス制度推進の基盤となる研修内容・方法を標準

`ヒ

した壼病院統一の

研l●ガイ ドラインを運用し教育体制の充実を図つている。 (窯務実績 62責参照)

実績 :O
・専修医制度については、新たに専修医コース及びプログラムとして 23コ ース、
32プ ログラムを認定し、充実を図つた。 (業務実績 50資参照 )

・全人的医療を推進できる医aFの 青成を行 うために、豊富な庄倒を有す

構のネットワークを活用した研修医、専修医を対■とした研修の企画立案を行い

研修指導体制の充実に向けた検討を行った。 (業務実績 61頁参照 )

高度な看護実践能力を持ち、スキルミックスによリチーム医療を提俳していくこと
のできる看護師を育成するため、学校法人青葉学田 (東京医療保健大学)と
により、機構の医療現場を最大限活用した密接な連携による臨廉実習を充実させた

4年間の看護基礎教育課程 (看護学部)と 高度な看護実践諫程 (大学院)力・ら成
一貫 した教育を行 う新構想看護学部・大学院を平成 22年■月に開設することとし
た。

とりわけ、大学院における高度看譲実践課程 (ク リティカル籠城)においては、
医師が臨庁教授として指導を行う我が回のテーム医療の推進に貫献することを目

とした全国に先駆けた特定書護師 (仮称)の養成に取り組むこととしている。 (
実績 58頁参照)

・■養威所において、評価結果を参考とし、カリキュラム内容を変更し先案を回つた,
・公開講座の参加人数も増llaし 、さらに内容等も充実している。 僕 務実績 59買参照)

・専修医研修プログラムの充実、匡||と してのキャリア形成支援などを強力に

るため、平成 21年 4月 、「人材育成キャリア支援室Jを設置した。なお、医師の
キャリアパスについては、平成 21年度より修了認定されたEETが機構内病院に
務した場合には、処遇上の優遇措置を行った。 (業務実績 01買 参 |● )
・平成 22年 3月 には、国立病院機構における臨床研修の理念や研修体制等について、
実際に研修を受けている研修医や専修医の声や指導医の声も文えながら紹介する

修医・専修医向け情報紙「NHO NEW WAVEJを 創刊した。 (業務実績 61
参照 )

(そのltの 意見)                            '
・医師の後期研修のためのカリキュラムやその受け入れに関してはさらなる努力

望まれる。
・特に急性期、都市型の病院に於ける4～ 5年の離職についての対策を今後し
りと取 り組んでいただきたい.

・看護師のキャリアパス制度の充実を図り、良質な看

護師の育成と確保に努めているか。

・日立病院機構の全国的なネットワークを活用しIT
を用いた遠隔研修などにより、医療関係職種を対象

とした研修の充実を図つているか。

.地域の医療従事者を対象とした研究会等について、

中期計画に掲げている目標の連成に向けて乗り組み、

地域社会に貫献する教育活動を実施している力、

・全看護職員‐ヽの効果的な教育支援ができるよう教育担当師長の配鳳 (平成 20年
45病院 ― 平成 21年度 68病院)を 行つた。 (業務実績 62貢参●|)
看譲師を対象とする看餞職員のキャリアパス‖度推進の基盤となる研修内容 力
を標準化した全病院統一の研修ガイ ドラインを運用BR始 し、引きltき 円滑に運用し

ている。 (業務実績 62頁参照)
・各分 pFの 看要のスペシャリストである専門■護師及び認定看護師を配置し、充実し

た高い水準の看護を実践している。 (平成 20年 度 86病院 258名 →平成 21
95病院 320名 )(業務実績 62賣参照 )
。日立病院機構 就ヽ職する意思を持った附属看護学校学生に対し、日立病|.t機

積極的な関わりを持ちながら■譲師の養成を進めていく観点から、奨学生‖度を

成 21年度も活用し、看護師確保の対策の一方策となっている。また、より各病院
が柔軟に活用できるよう、平成 21年 3月 に奨学金貸与規程の改正を行つた結果、
大幅に活用件数が増加した。 (業務実績 59責参FR)
・日立病院機構にとつて必要な看眼師の養成を行うとともに、学生の段階から国

院機構への帰属意識を醸成し、機構が担 う医療に対する使命感を育んでいくことを

目的に、附属■霞学校カリキュラムの改釘について検討を行い政策医療圭般の内容

を追加した授業を実施している,(業務実績 58百参照)
・看護師キャリアパス制度の充実に向けた取組として、看護教員贅成事業、日立病院

機構による実習指導者養成講習会の開催、また積極的に専門機関 のヽ研修派遣 124
名 (平成 20年度 123名 )を行った。 (業務実績 63頁参照)

・複数の病院をTV会 議システムでつなぎ、講義を中心に原則通 2回 FR催 し、
な教育研修を実施している.(業務実績 04買参照)
医療の質向上を目指し、コメディカル職員の専門匈薇の強化、チーム医療推進の支

援 (チーム医療推進のための研修)を平成 21年度よりFR始 した。 (業務実績 64頁
参照 )

実績 :0
・地域医療に貢献する研修の開催件数については、2. 378件 (平成 20年度比 6 2
%増 )と なり、地域医療従事者へ向けた医療情報発信に貢献した。 (業務実績 65頁
参照 )
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4 総合的事項
〈1)個別病院ごとの総合的な
検饉、改善

個々の病院ごとに政策医

療に係る機能、地域医療事

情、経営状況等について、

引き続き本部において現状

把握に努める。あわせて、

総合的な検証に向けて必要

な項目の選定や、データ収

集、評価手法等の検討に着

手する。
また、地域医療を行う中
で、労災病院等との診療連

携方策についての検討に着
手する。

総合的事項

(1)個 別病院 ごとの総合的な検証、改善

1 個別病院ことの総合的な検証、改善                      ・

各病院における政策医療、地域医療事情、経営状況等について、こなしまで活用してきた臨床評価指標、経営分析システム

などにより把握するとともに、平成 22年度末での総合的な検証に向けて、必要な項目の選定やデータ収集方法等について
検討を行つているところである。

特■、政策医療ごとの収支状況等を分析するため、政策医療ごとの損益計算書を作成する「政策医療コス ト分析ソフト
ウェア」の|1発等を行つた。

2.労災病院との診療連携
近隣に労災病院と日立病院機構がある場合にlt、 当該地域における医療連携体制の中で適宜労災病院との連携を図ってい

る。これらの病院は双方の機能を補完して、患者の紹介・逆紹介や連携クリティカルパス、医師派遣等の診療援助など、更
なる診療連携の構築に向けて検討をすすめている。

【近隣にある労災病院との医療連携状況例】
・仙台医療センターと東北労災病院    :地 域連携クリティカルバス (大腿骨骨折、脳卒中)
・東尾豪病院と旭労災病院        :旭 労災病院‐ヽ診療援助 (医師派遣 )
・近奎中央胸部疾患センターと大阪労災病院 :大阪労災病院で外来を開設、近畿中央胸部疾患センターの入院患者の

診療
・米子医療センターと山陰労災病院    :連 携クリティカルバス (冒がん)
呉医療センターと中国労災病院     :中 国労災病院・ヽ 助産師の派遣
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(2)エイズヘの取組推進
プロック拠点病院におい

ては、被害者の原状回復に

向けた医療の取組を着実に

実施し、全科対応による診

療等の総合的な診療、治験

等の臨床研究、医療従事者
の人材育成 と研修会等の実

施、エイズ医療ネットワー

クつ 活用等による情報収集
,提 供など必要な取組を進

めるとともに、必要な人的

物的体制整備を計目的に進

める。

また、後天性免疲不全症

侯群に関する特定感染症予

防指針に基づき、引き続き
エイズ医療提供体制の充実

に努める。

なお、必要に応して国立

国腺医療センター戸山病院
エイズ治療・研究開発セン

ターとの連携を図る。

(2)エ イズヘの取組推進

1.エイズヘの取組
HIV裁判の和解に基づき整備されたプロック拠点病院については、全国 8プロックのうち4プロックで日立病院機構の
病院が指定さ1しており、全科対応による総合的な診療、臨床研究、人材育成の取り組みを推進している。
平成 21年度においてlt、 プロック拠点病院である名古屋医療センターにおいて、院内に「エイズ治療開発センターJを
設置 (9月 1日 )し 、エイズに関する治療・研究を総合的に推進するための体制を強 {ヒ した。

2.プロック拠点病院と中核拠点病院の連携
各プロック拠点病院においては、中核病院等に対してエイズ医療の均てん化や連携を図ることを目的とした研修、会議を
積極的に実施している。

【仙台医療センター】
・東北プロック・ェィズ拠点病院等連絡会議 :2回
・東北エイズ・ HIV菫床カンファレンス :1回
。東北HIV診 療ネットワ

=ク
会議 :1回

I名 古屋医療センター】
・薬剤師のためのHlV感染症研修会 :1回
・医療体制構築のための連携会議 :1回                           

‐

・カウンセリング研究会議および研修会 :1回
・中核拠点病院連絡協錢会・研修会 :1回
・HIV/AIDS看 護実務者担当者連絡会議および研修会 :1回
・岐阜HI′ V/A:DS研 究会諸演会 :1回

、【大阪医療センター1                                          ‐

・近畿プロックのHIV匡薇体‖整備研究護会議 :1回
・HlV感 染症医師実地研修 :1回                        ′

・エイズ看議研修 等 :7回
・HlV感 染症認定薬剤師実地研修 :1回
・近畿エイズプロシク拠点病院HlVノーシャルワーク研修会 :1回
・近畿エイズプロックHlV/AlDS医 療におけるカウンセリング研修会 :1回      .
・ HlV感 染症研修会 :1回
・ HlV■凛症におけるコミュニケーション研修会 :1回
・南大阪におけるHlV感●r窪診療の充実をめざす研修会 :1回

:九州医療センター】
・九州プロックエイズ拠点痢院研修会 :1回
・九州ブロックエィズ出張研修会 :1回
・九州エイズ診療ネットワーク会議 :1回



3 口I国際医療センター戸Ш病院エイス潜療 研究「瞬 センターこの理露
日立病院篠構の医療従事者 (医師、看護師、業剤師など)を対象に、最新の専門知識・治療技術を習得させ、日立病院機
構におけるエイズ治療及びH】 V感染対策の充実を回ることを目的に、HIV感 集症研修を目立国際医療センターと共同開
催した_

・開催場所

日立国際医療センター (北海道東北、F18東信越プロック)

大阪医療センター   (東海1ヒ瞳、近畿、中国四口、九州プロック)
・研修参加者

医師  8名 、看護師 6名、薬剤師 4名、その他  1名  計 19名
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(3)調 査研究機能の強化
臨床研究、治験、鬱療情

raの分析を総合的に推進十

る総合研究センター (仮称)

段置に向け、組織や業務内

容の検討を行 う。

(3)調査研究機能の強化

1 総合研究センターヘの取組 (再掲)
政策医療ネットワークを活かしたコ査研究 情報発信機能の強

`ヒ

を目指し、平成21年度からの第2期中期計画に盛り込
んだ「総合7r究センターJの設立に向けた検討・準備に着手した。
お合研究センターの組織については、医療部研究課 (治験推進室を含む)を移行。強化した出席研究純括部、治験研究部
に新たに診療情報分析部を設置し3部体制とした。

新設の診療情報分析15は、政策医療ネットワークを活用した診療情lnの収集 分析により医療の質の向上と均てん化につな
がるエビデンスを集積するとともに、医療政策に貢献することとし具体的に、

①臨床評価指標の継捜的提示を通して、日立病院機構各病院の匡療の質を‖測し、その向上を図る。

②患者の病態にあつた道切な医療 (標準的な医療)を提供していくための標準的医療プロセスを提示する。
③日立病院機構各病院における政策医療の実蛯状況の検肛を行うことにより、政策医療遂行能力を向上させる。

などのミッションを定めた。

また、平成 21年度に鰺療情報分析ワーキンググループを立ち上げ、診療情ln分析部における診療データ収集にかかるシ
ステムの設計、整備等設立準備のための検討会を7回開催した。

検討会では、収集十る診療情報の種類を特定し、息者単位のデータベースとすることを決定するとともに、個人情laに配

慮し診療情報E名化の検討、情報分析システムの構築方針を定めた。
その結綸を基に、平成22年 4月 総合研究センター惨療情報分析部を設置し、年度内に導入する診療情報収集・分析シス
テムにより、各 144病 院のレセプトデータ、DPC口査用データ等診療情報を収集・分析を行うためのデータベースを構
築するに至つた。
今後、新臨床評価指標に係るデータ収彙を開始し、新指標の妥当性等について検証を行うとともに、DPC"査データ尋
を活用し各機構病院の診療特性、地域急性期医療への貢献、医療の質に関連する診療ブロセスを評価する研究等を実施し、

医療政策に貢献することとしている.

I説明資料】

資料27:総 合研究センターの概要 [160頁 ]
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(総合的な評定)

各病院における政策医療、地域医療事情、経営状況等について、平成 22年度末で
の総合的な検証に向けて、必要な項目の選定やデータ収集方法等について検討を行つ

ており、特に政策医療ごとの収支状況●を分析するための r政策医療コスト分析ソフ
トウェア」の開発等を行い、着実に進展している。
近諄に労災病院と国立病院機構がある場合には、双方の機能を補完して、息者の紹
介・逆紹介や連携クリティカルバス、医師派遣等の診療援助など、更なる診療連携の

構築に向けて検討を進めている。

各プロック拠点病院においては、中核病院等に対してエイズ医療の均てん化や連携
を図ることを目的とした研修、会議を積極的に実施している.ま た、医療従事者を対
象に、最新の専円知餞・治療技術を習得させ、国立病院機構におけるエイズ治療及U:
HlV感染対策の充実を回ることを目的に、HlV感 染症研修を実施 し、人材育成に
努めている。なお、名古屋医療センターにおいては、院内に「エイズ治療開発センタ
ーJを設置し、エイズに関する治療・研究を総合的に推進するための体制を強化した:

“

床研究、指験、診療情報の分析を総合的に推進する総合研究センター設置を目指
し、平成 21年度に診療情報分析ワーキンググループを立ち上げ、惨療情報分析部に
おける診療データ収集にかかるシステムの設計、整備等設立準備のための検討会を7

回開催し、その組織や業務内容の検討を行つた結果、平成 22年 4月 に国立病院機構
綸合研究センターを設置したところである。

個別病院ごとの総合的検証のための 「政策医療コス ト分析ソフトウェアJの 開発
等は評価できる。また、エイズ医療への取組として、名古屋医療センターにおける
「エイズ治療開発センターJの設置などを評価する.

(各委員の評定理由)
・各病院における政策医療への取組、あるいは労災病院との診療連携など前向きの

対応が評価できる。
・近隣に労災病院がある場合には、それぞれの機能を補完する・ヽく、連携が進めら
1■て
'ヽ

る。
・中期目標に定められた個81病 院ごとの総合的検証、改善及び労災病院との診療連
携について、それぞれ必要な検討を進めている段階であり、計画達成に対する実
績評価はこれからである。
・エイズ・ヽ の取組の推進 t,評 ●Iでき、今後この領城での一層の貢献が望まれる。
・エイズ医療については、全国 8プロッタ中4プ ロックで日立病院機構の病院が指
定されており、全科対応による総合的な診療、出床研修、人材育成の取組みを実
施しており、評価できる。
・プロック拠点病院である名古屋医療センターにおいて、院内に rェィズ治療FH発
センター」を21年 9月 に設置し、エイズに関する治療・研究を総合的に推進す
るための体制を強化していることは評価できる。
・エイズヘの取組みについて、国の要請に従い、研修会議尋を実施しているが、計
画に概ね合致した実績である^
・ 21年度からの中期計画に盛りこまれた総合研究センターの設立に向けた努力は
評価でき、今後の期待が大きし、

総合研究センターの設立について、検討準備に着手した段階であり、特に計画を
上回る実績とはいえない。
・政策医療ことの損益計算書を作成する「政策医療コスト分析ソフトウェアiの開
発等を行い、 22年度末の各病院における政策医療、地域医療事情、経営林隈
の総合的な検証に向けて著実に進展している。

個々の病院ごとに、政策医療に係る機能や地域医療事情、経営状況等を、イを来の
システムなどによりlE握 している。また、政策医療コストに係る分析ソフトを開
発するなど、より洋綱な把握・分析に向けた取組みも行つており、評領したい。

(その他の意見,
・政策医療についての国民の関心を高め、理解を深めることができるような更なる
取り組みに期待したい。
・各項目とも前年度から着実に進展しているが、中でも個別病院ごとの総合的な穣
EE、 改善を評価するとともに今後にさらに期待したい.

[評価の視点]

平成 22年度末を目途に、個 の々病院ごとに政策医
療に係る機能、地域医療事情、経営状況等について

総合的に検証し、必要な改善措置を:,し ているか。

実績 :O
各ヽ病院における政策医療、地域医療事情、経営状況等について、これまで活用して

きた臨床評価指標、経営分析システムなどによりIE握するとともに、平成 22年度
末での総合的な検証に向けて、必要な項目の選定やデータ収集方法等について検討
を行っているところである.

特に、政策医療ごとの収支状況等を分析するため、政策医療ごとの積益計算書を作
成する 1政策医療コス ト分析ソフトウェア」の需発等を行った。 (業務実績 69買参
照)

国立病院機構の病院の近隣に労災病院等がある場合
は、個々の病院単位で診療連携の構築を始め効率的

な運営の可能性尋について検討を行つているか。

実績 :O
・近諄に労災病院と国立病院機構がある場合には、双方の機能を補完して、患者の紹
介・逆紹介や連携クリティカルパス、医師派遣等の診療援助など、■なる診療連携
の構築に向けて検討を進めている。 (業務実績69頁参照)

プロック拠点病院は、被害者の原状回復に向けた区

療の取線を着実に実施するとともに、医療従事者の

人材育成と研修会等の実施やエイズ医療ネットワー

クの活用等による情報収集 提供など必要な人的物
的体制整備を計画的に進めている力、

実績 :O
・各プロック拠点病院においては、中核病院等に対してエイズ医療の均てん化や連携
を図ることを目的とした研修、会議を積極的に実施している.
また、医療従事者を対象に、最新の専門知識・治療技術を習得させ、回立病院機構
におけるエイズ治療及びHIV感染対策の充実を図ることを目的に、HIV感染症
研修を実施している。(業務実績 70、 71買参照)

後天性免疫不全症候群 に関す る特定感染症予防指針

に基づき、エイ ズ医療提供体需の充実に努めている

力、

実績 :O
・ HIV裁 判の和解に基づき整備されたプロック拠点病院については、全国 8プロッ
クのうち4プロックで目立病院機構の病院が指定されており、全料対応による総合
的な診療、臨床研究、人材育成の取り組みを推進している。なお、名古屋医療セン

ターにおいては、院内に rェィズ治療開発センター」を設置し、エイズに関する治
療 研究を総合的に推進するための体制を強化した。 (業務実績 70頁参照)

臨床研究、治験、診療情報の分析を総合的に推進す

るため、総合研究センターを設置し、政策医療ネッ

トワークを活用した調査研究・情報
を図つている力、

・政策医療ネットワークを活かした調査研究・情報発信機能の強化を目指し、「穆
究センター」の設立に向けた検討・準備に着手した。また、平成 22年 4月 に
立病院機構総合研究センター診療情報分析部を設置し、本年度に導入する診療情
収集・分析システムにより、各病院のレセフトデータ、DPC調査用データ
情報を取集・分析を行 うためのデータベースを構築することとしており、平成21
年度 liこ れに必要な、データの情報収集方法の特定とシステム・体制の検討を行
た。 (業務実績 72貢参照)




